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1 調査の趣旨

1) 調査の背景と目的

(背 景 )

現在､港北ニュー タウンの建設は同基本計画 (1974)に基づい

て進行 中であ り､昭和 58年 8月第一期入居が開始 され､田園都市

線 江田駅､市 ヶ尾駅 などと結ぶバス路線が開設 されている｡

-ユ- タウン区域 には含まれているが､未 だに土地利用方針が定

ま っていない状況 におかれているのが､本調査 で対象 とする ｢その

他地区｣である｡

(注) 港北ニュータウン基本計画(莱)答申(8.4812)

(5)その他地区

この地区は､現在市街化調整区域であ9､当面市債化が抑制さ

れているO

港北ニュータウンは､本市北部方面の中心となることを目指し

ていることから､この地区の将来展望としては､30万人の全体

的計画^口に見合った土地利用､たとえば､教育または､研究等

の公共公益施設の充実をはかるなど､諸般の事情を勘案した整備

方針を早急vc確立すべきである｡

その際､既存集落の生清環境について､特に配慮する必要が参

る｡

なお､早淵川沿いの地区につV,ては､

m 交通体系あるVlはセンター地区vE影響ある場所なので､公団

開発第1･第2地区の連結をはかると同時に､開発の進展に合

わせた土地利用方針を立てるべきである｡

(1) 早淵川の河川沿いの土地利用として､公園､遊歩道､自転車

専用道路等の土地利用をはか9､市民の利便に供すべきであるC,

基本計画では､ ｢全体の計画人 口に見合 った土地利用 ･公共公益

施設及び 日常生活 に関連 した施設の充実 を図る75:ど､諸般の事情を

勘案 し､ また､農業専用地区の設定の可能性等 も考慮 して､整備方

針は別途検討 してい く｣ (荏 )とされてV,る｡

公団施行地区の事業が軌道 にの って きている現在､開発保留地 と

して位置づけ られてVlた ｢その他地区｣の整備 .開発及び保全 のあ

9万 をさ ぐD､ よbよVl港北 ニュー クウ/づ くDに資する必要性は

高 くなっている｡

その際には､住宅建設のダ ウン傾向の中にあって､入居スケジュ

ールに応 じた交通手段の早期建設､就業の場 の確保､新規都市機能

の導入等 の課題が顕在化 しつつ あb､ こうした課題-の対処は ｢そ

の他地区｣に も要請 されているものである｡

(調査員的 )

今後は港北 ニュ- タウン計画の実現にむけて､計画的 な人 口定着

を図るとともに､良好 な住環境 で活力ある衝づ くDを行 なVl､総合

的で効率的な施策を講 じてい く必要 がある｡

本調査 の 目的は､ ｢その他地区｣の土地利用現況や周辺開発動向､

課題 を把握 した うえで､区画整理地区での土地利用や都市機能 の配

置等 を踏 まえなが ら､ ｢その他地区｣での役割や工業､流通､研究

･開発等 の都市機能導入の可能性 と基本方向を定 め､土地利用 の指

導指針 を策定することである｡

(調査の対象区域 )

主 な対象区域は､港北 -ユ- タウンの ｢その他地区｣ (面積 916

La､現在人 口 3万人 )とす る｡川和 の一部を除いて､大部分の地域

は市街化調整区域 となっている (表 1､図 1)o

都市開発動向の把握 など､必要に応 じて､周辺地域､特 に緑区 ･

港北区を合 わせた市北部地域 を対象 として､調査作業 をすすめる｡



蓑 1 港北 ニ ュータウンの地 区別計画諸元

(1) 計 画面積 と計 画人 口

地 区 名 事 業 の 種 類 施 行 主 体 計画面棟 計画人口

公Eil施行地区 土地区画整理事英 住宅 .都市整備公団 1.317▲α 220,000人

既 開発地 区 公営住宅建設事薬等 市 及 び 民 間 67 80,000虚菓専用地区 土 地 改 良 事 業 土 地 改 良 組 合 230

そ の他地 区 916

2)作業 の 流れ と体 制

(作業 フ ロー )

調査 作業 は 2年 次 にわた って実施 され た｡初年 度 (昭和 57年度 )

は､関 連地 区の土地利用 現況 .市街化 動 向 を中心 に現況 評価 を行 う

とともに､市北部 (港北 区､緑区 )を対象 に して､ 関連計 画 ･構想

や都 市機 能 動 向 を把握 した上 で､関連地 区 におけ る整備 課題 を地 区

図 1 作業 の フ ロー
<昭和 57年度作業>





2 港北ニュータウンの概況

1) 港北ニ ュータウン事業の概要

(事業趣 旨 )

本 -ユ-クウy は､ ｢乱開発の防止｣｢都市農業の確立｣｢市民

参加の衝づ くb｣ を基本理念 として､計画人 口30万人の理想的な

荷の実現をめざしている｡

ニュークウ/区域は緑区､港北区にまたがる2,530Laの地域で､

その うち 1,317La(52留)を住宅 .都市整備公団の土地区画整理

事業施行区域 として定め､計画人 口22万人の額づ くDがすすめ ら

れ､一方では都市農業の確立をめざして農業専用地区を設定 し､都

市 と農業 との調和が とれた新都市の実現をはか っている (表 3)｡

(基本計画の内容-公団施行地区 )

公団施行地区は､ ｢緑の環境 を最大限に保有するまちづ くbJ ｢
"ふるさと"を しのばせるせちづ くbJ ｢安全 なまちづ くbJ ｢高

い水準のサ- ビスが得 られるまちづ くb｣の 4つの基本方針 をかか

げ､基本計画を次の ように定めて事業推進 をはかっている｡

(∋ 土地利用 (表 4)

早淵川沿の南北の丘陵地にタウンセンク-を 1地区ずつ､近隣的

75:駅前センタ-を 2地区ずつ設け､住宅地区 としては集合住宅地 と

表 5 人 口計画 (公Eil施行地区 )

須 目 第 1 地 区 第 2 地 区 A 計
戸数(戸)人口(∧)戸数(戸) 人口(A)戸数(戸)人口(A)

集 合 住 宅 用地 6.600 25,000 9,0001,400300 34,2005,8001,100 15,6002.600400 59,200

分 譲 宅 地 用地 1,200 5.200 ll.000

公益的施設用地 100 500 1.600

民 有 地 15,400 61,300 22.100 86.900 37,500 148,200

4

一般住宅地 を道路網 との関連で適正配置 している｡また､既存の工

場 ･倉庫 を住宅地区か ら分けるため､工場 ･倉庫の集約化 をはかる

工場地区を 3ヶ所設定 している｡

@ 交 通 (図 3)

鉄道 としては､市営高速鉄道 3号､ 4号線 と都営 6号線の延伸 を

予定 し､地区内に 6ヶ所の駅 を設置する｡

都市計画道路が適正配置 されている｡東西の幹線道路 として新横

浜 .元石川線､ 日吉 ･元石川線､横浜 ･上麻生線の 3路線が､南北

幹線 として中LLr.北山EEl線､佐江戸 .北山田線の 2路線が計画され､

地区の骨組みを構成 してVlる｡

また､歩車分離の原則か ら､ 9- 21m巾の緑豊かな幹線歩行者

専用道路のネッ トワークがめ ぐらされている｡

表 4 土地利用計画 (公団施行地区 )

須 日 第 1 地 区 第 2 地 区 A 計
面積(ta) 構成上t鯛 面積(L⇒ 構成上ヒ燐 面凍(I.ゆ 構成此㈱

公 道 路 115.447.60.5 21.08.7 169.574.2 22.0 284.9 21.6共 公 園 .緑 地 9.7 121.80.5 9,3
棉也 河 川 . 水 路 0.1 0.1

計 163.5 29_8 243.7 31,7 407.2 31.0

宅也 住 集 合 住 宅 69.4 12_7 94.136.0 12.24.7 163.5 12.4

宅 分 譲 宅 地 32.2 5.8 68.2 5.2

局也 民 有 地 209.2 38.2 297,2 38.7 506_4 38_4

計 310.8 56.7 427.3 55.6 738.1 56_0

施 教 育 施 設 52.0 9.54,0 56.1 7.35.4 108.1 8,2

設用也 商業その他施設 22.0 41.5 63.5 4.8計 74_0 13.5 97.6 12.7 171,6 13.0



@ 公園 ･緑地等

幅員 10-40mの緑道 や歩行者専用道路 を軸 に して､ その周辺

に総合公園 ･地区公園 ･近隣公園等 を配す る とともに､神社､屋敷

林､斜面樹林､文化財保 存地 ､せせ らぎ等 のネ ノ トワー ク化 をはか

る｡

(彰 公益的施 設

教育施設 吐､小学校 27校､ 中学校 13校､高等学校 6校 のほか

に幼稚園等が計画 され､複合利用 の集合運動場 が 2'J､学校 に 1ヶ節

ずつ配置 され てV,るO

このほかに､保 育所､消防署､総合病院､地域体育館､清掃=場

等 が計画 され､診療所､郵便局､派 出所等 の住区内 サー ビス施設が

計画 され てVlるO

-図5 道路計 画図

5

(事業計 画 )

昭和 49年 7月､ 市は基本計 画を決定 し､同年 8月､公団比事業

計画の認可 を受 けて土地区画整理事業 に着手 した (表 5)0

公団は､港北 ニュー クウy事業推進連絡協議会 を中心 に事業 を推

進 してV}るところであるが､昭和 58年 に入 って､新横浜 ･元石川

線が開通 し､集合住宅 の第一次入居 (第 2地区 )が開始 され､ ニュ

ー タウンづ くりは新 しい時期 に入 っているO

表 5 基本計画決定以降の事業経過

49 7 市､基本計画を決定

8 建設大臣､施行規程 ･事葬計画を認可

公団､工事着手

50 2 土地区画整理審議会の発足

51 3 ｢特別な用地｣の申出調査(515まで)

5110 港北ニュータウン串英推進連絡協議会が発足(港北ニュ

ータウン開発対策協議会を改組 )

5210 公団､仮換地の供覧(534｢まで)

54 4 第 1回仮換地指定 (第一地区)

建設大臣､事英計画変更を認可

55 4 建設大臣､事業雷†画変更(第2回)を認可

5611 土地利用計画VC合せ用途地域地区の変更指定

58 3 建設大臣､事業計画変更(第3回)を認可

第2地区､第1次供用開始(面凍約100La)

6 都市計画道路新横浜 ･元石川蔽(323)の開通 (延長

91Kd)

8 第2地区､集合住宅の第 1次入居開始

バス路線の開通(2系統)



2)港北ニ ュータウンの周辺状況

港北ニュー タウン区域は､横浜市の中心部か ら北北西へ約 12KB)､

東京都心か ら東西-約 25b に位置 しておD､横浜市の東北端の港

北区 と緑区 にまたがっている｡北隣 Dは川崎市高津区に接 し､北西

部 には町田市が近接 してV'>る○

(交通条件 )

当地域 は､国鉄横浜線､東急東横線､東急田園都市線に三方を囲

まれ､東側 を東海道新幹線がは しb新横浜駅 を通 して広域的つなが

bが確保 されている (図 4)o

横浜線の最寄駅は′J､机､鴨居､中山､新横浜であ9､横浜都心千

町田 ･相模原 ･八王子に連結 されている｡ また､横浜線壮首都圏の

環状鉄道 として位置づけ られる｡

田園都 市線 と東横線は､首都圏の放射状鉄道であ9､東京都心へ

の通勤線である｡前者の最寄駅は市 ヶ尾､江田､あざみ野､後者の

最寄駅 は大倉山､綱島であ9､合計 7つ位 の駅勢圏に含 まれているo

入居開始に伴 ない､/てスの連行がは じまっているO コースは､江

田駅 -新横浜 ･元石川康 一新横浜駅の路線 と､江田駅 一川和高校前

一市 ヶ尾駅 の路線の 2系統 であり､市営高速鉄道開通まで二ュ~ク

ウ/居住者の大切 な足 と75:るo

また､広域幹線道路 としては第三京浜道路 (港北 インター )､東

名高速道路 (横浜 イ/クー )､国道 246号が南北に横 ぎっているo

hずれ も東京都心か らの放射道路 としての性格 をもち､広域的を通

勤流動､物流等の軸線 となっているoそれに直行する広域幹破道路

は未整備で､新横浜 ･元石川線等の道路整備の意義は高い｡

(自然条件 )

この地域 は､酉は多摩丘陵､東は下末書台地につながる標高 10

- 80mの小高い丘陵地に立地 している｡その中央部 を東西に早淵

6

川が､南部に大熊川が流れ､いずれ も鶴見川に荘V}でいる (図 4､

5)0

この鶴見川水系につV,ては､ ｢鶴見川総合治水対策｣が講 じられ

っっぁる.河川改修や水防管理体制の強化 などは もちろん､土地利

用の適正化､雨水貯留施設の設置､盛土の抑制 を内容 とする ｢鶴見

川流域整備計画｣が策定 されている｡

こうした河川沿の沖横地では､地盤条件が良 く夜Lhのに対 して､

台地上は地耐力の比軟的強tJl関東 ローム層にかかわれてV}るo土壌

としては､沖横地の泥炭土を除けば､生産力の比軟的高い黒がク土

壌等か ら成 ってtJlる.

つ3=9､港北 ニュータウンを含む地域一帯結､丘陵市街地 として

図 5 広域の地形分類
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の特性をもち､谷戸の水田､台地の宅地 ･畑､斜面地の樹林か らな

る自然環境 をベース としている地域 である.

東京か らの市街化前線が強 く及んでいるのは多摩川 あた bまでで

あb､以前多摩川一帯が東京の郊外であった名残 bとして､豊かな

自然をいか した遊園地 ･ゴル7場等が数多 く立地 している｡

近年は､ こうした自然環境をいかす もの として､広 々とした録の

多いキャンバスをもつ大学やスタジオ ･劇団四季 とい った文化産業

の進出が 目立 っている｡

(市街化状況 )

本地域は､港北区 と録区にまたがっているが､東横線浴の港北区

は市街化が比較的早 く､人口も低滞気味 である｡一方､横浜線 と田

園都市線が通 る緑区は､市街化 も遅れてきたが､昭和 50- 55年

の人口増加率が 226帝と市内最高で､人 口規模 も港北区をめいて

約 30万人に逢 してVlる｡

この ことは､DIDの推移なみでも姦づけ られ､東部の綱島方面

か らの市街化は最 も早 く､昭和 40年代前半には当地域 に市街化の

波が及んでいる (図 6)｡

最近では､綱島方面か らの波及 と併行 して､南の鴨居 ･中山方面

か らの市街化の進展が目立 っている｡

(人 口動向 )

当地域の周辺では､市街化熱度の高いIrR､つまb東横線､田園都

市線､横浜韻の順に､人 口集積が高 くなっているOその うちでも､

綱島､青菜台の集積が広 く大 きい｡

-ユ- タウン地域内では､昭和 55年で約 52,000人の住民がお

D､その多 く吐 ｢その他地区｣に住む. とbわけ､新吉田北側､早

滑川一帯､東山田等の集積が大 きく､都田地区や川和地区等の人 口

も比較的多い.

= L 8

町丁別の人口密度をみると以上のことが より一層明 らかとなる｡

東横線 セクターでは 100- 150人/Laの高密状況 を皇 し､ 田園都

市線 ･青葉台一帯や横浜線中山駅周辺 では 90- 100人/Laとなっ

ている (図 7).

｢その他地区｣では､新書田町 55人/La､東 山田町 38人/La

が高 く､全般的には 10- 20人/Laの密度 となっている｡

図 7 昭和 55年町丁別人 口密度 (国勢結果 )



Eg)6 市 歩き化動 向

DID

昭和40年以前

昭和48-45年

昭和 45.-50年

昭和 50-55年

仮設住宅EZl地

備考戸当 り平均規模
578二267n'(114.6坪)

ニュータウン区域市街化調整区域
その他地区

農業専用地区

公団施行地区

耽開発地区

i
l/30♪00

0K〟1 0_5 11.～





第1章 港北ニュータウン建設の進展について

1･ 港北ニュータウン事業進捗の予測
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2･ 港北ニュータウン像の変遷

1)プランニングの進展

2)周辺の就業状況

5)都市整備動向





1 港北ニュータウン事業進捗の予測

1) 事業スケジュール

(事業の経過杜要 一表 1-1)

(∋ (造成=事 ) 造成工事は一次造成 と二次造成に分け られるが､

昭和 5 8年 3月での進捗率は前者 6 6多､後者 1 8%である｡第

二地区の進捗率は高 く､一次造成 72多､二次造成 2 6多である

(図 1- 1､表 1- 2 )0

㊤ (集合住宅 ) 緑区荏 田町の一部 (約 70血 )で､集合住宅が

第一次供用開始 された (昭和 58年 8月 )｡公団､市 .県住宅供

給公社の三者が 1,404戸を分譲 した｡

@ (幹線道路 ) 新横浜 ･元石川線の事英が最 もすすみ､昭和 58

年 6月暫定開通 した｡昭和 59年 6月全面供用開始の予定である.

表 1-1 港北ニュータウン関連事業進捗状況 表 1-2 造成工事進捗状況

一覧表 (榊 5,*L,莱) 一次造成 (昭和 58年 10月現在 )
可 8 JL NP Jt *

El書 元首Ju+ 田や久CE也圧 5dA一■成

iJ一一 EElも氏 7わI完成

事もEl l.OW■た任Pl3tEt 560I恕tれJe 区 1.JJ<'lFE丘

1 { ■ ■ ▲■ 租芸元嘉川差招" QL -60'加.きまzl*柁音
大きJELJJJEA 11JEElJtEE 22○17tJL
*卓上書生■

河川 JI 事lJl 7.5JI完T
大 Zt川 2_}一文T

t A JH 鷲 雲 ‡ ま如書た 諾 監

JLtI+ ■●★■■ 1■+

T■∫ 汚′土中JL Itt●■ モ丁山EEl中書 エTEP

AIJIJIJ!EE■斗★ナt耳 iA払iZZJIE 是正
ズ ーヒ ttJJ.
tl T t 才
暮T■Jt■

I- 3g 工 4

余 魚fll用立 ZZ事 聖書二言Lf益壬誉;*i'長itン, _ 58年JE.工

面 棟 57年産迄 58年度迄見込 当初予定58年産迄

慕-地区 JP 318↓α 383↓α 383↓α
548.2 585 70% 70%

第二地区 768.6 551↓¢ 605▲α 612▲α
725 79% 805

言† 1316.8 869↓¢ 988▲α 995La

面 横 57年鹿邑 58年度迄見込 当初予定58年鹿も

慕-地区 ▲α 39 55La 60上丘
548_2 7% 10% 11%

第二地区 768.6 201一.a 261L,a 255上丘
265 34% 335

計 1316.8 240↓α 316▲α 315▲α

また､集合住宅-の入居開始に伴 ない､バス路線が､新横浜～

江 田､市ヶ尾～江田間の 2路線 で新設されている｡

(彰 (高速鉄道 ) 市営高速鉄道 3号瀕は､横浜駅～新横浜駅間を

昭和 59年度開通 目標に=手 中である｡本ニュ-タ ウ ン内を通 る

新横浜駅～あざみ野駅間は､高架化 の検討 を含めて免許申請 を準

備中である｡

@ (学校 ) これ までに新設 された学校 としては､中川小､山田

図 1-1 造成工事状況図

ll



小､荏田東第-′J＼(S.589)､荏田南′J､(8.589) の 4′J､学

校､川和 中 (8.55.9)､茅 ヶ崎中 (S 56.4)､荏田南中 (S.

589)の 3中学校､荏田高 (S.554)､新栄高 (S.584)の2

高等学校 である｡

㊥ (公園 ) 第一次供用開始にあわせて､地区公園(1)､児童公園

(8)､緑道が地区内に整備 されたが､それ とは別にせせ らぎ公園等

の特色ある公園整備が実施 されている｡

(矛 (河川､下水道 ) 鶴見川の暫定改修を除 き､早淵川 ･大熊川

の改修は完了 している｡

下水道 としては､市 ヶ尾幹線､柚木幹俵､元石川新羽幹線が完

了 してかD､港北､緑雨下水処理場 での下水処理が行 なわれてい

る｡

(造成計画の想定 )

昭和 58年度までの造成見込量は､一次造成 75帝､二次造成 24

虜で､昭和 57年度に戟べてそれぞれ 9多､ 6帝アップの予定であ

るO これまでのプロノク毎の事業進捗状況をもとに､今後の重点ブ

ロックの造成時期の目安 をつけなが ら､造成吾十画を供用開始時期 と

して想定する｡

(‖ 前提条件

① (造成期間 ) 造成に着手 して､一次造成 1年､養生 1年､二

次造成 2年 と仮定 して､造成終了後の供用開始可能年度 を想定す

る｡

(参 (先行使用宅地等 ) 昭和 58年 3月で既に仮検査済書が交付

されている宅地 を先行使用宅地､既存住宅地で計画的にもそ こに

存置する宅地 を存置宅地 と規定 し､造成計画か ら除外 して考える｡

⑨ (集合住宅の供用開始時期 ) 集合住宅の供用開始時期は､二

次造成完了か ら4年間を想定する｡最初の 2年間は設計､各種法

手続､調整､協議に､ あとの 2年間壮建設に要する｡

(2) 結 果 (図 1- 2 )

(∋ (第二地区 ) 第二地区では造成工事の進捗状況が良 く､年度

毎の造成計画量は比較的J;ランスよく配分された｡

(参 (慕-地区 ) 第-地区での造成は今後 に待つところが大 きく

今回作業の最終年産 (昭和 65年 3月 )に繰 Dのべる量が多 くな

ったO更 に後期にずれ込む恐れがあろう.
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図 1-2 造成計画図 (想定 )
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2)人 口定着予測

(人 口定着の長期化 )

港北 ニュ-タウン建設事業は昭和 40年発意 され､昭和 49年土

地区画整理事業 に着工 した｡

当初は昭和 55年度造成工事完成 (概成 )をめ ざしていたが､現

在は昭和 62年度完成- と計画変更 されてお 9､人 口定着 は当初考

えてVlた もの よりも更 に長期化することが予測 される｡

その要因 としては､主 として次の 4つが考 え られる｡

(∋ 港北 ニュー タウンの建設事業は､大 きな基本理念 として､ ｢市

民参加 のまちづ くb｣ をかかげていることか ら､事業手法 として

も全面買収 の新住宅市帯地 開発事業 では75:くて､地権者 の意向反

映が しやすVl土地区画整理事業が選択 された｡

一般 に､土地区画整理事業は調整行 為が多分野 に及ぶ とともに

合意形成 が不可欠 をことか ら､組合施行以外は特に長期化する傾

向にあD､ しか も大規模 を事業 になるほ ど長 び く傾 向にある｡

④ その うえに､等価等積交換 の話 し合 いに よる農業専用地区内-

の農地集合､ セyクー用地､アJI一 トマyショソ用地､=場等の

｢特別 な用地｣ についての意向調査 に もとづ く申出換地､集合農

地 での集合農地利用協定､工場倉庫地区 での建築協定 を ど､木 目

細か75:事業推進 をはか ってか D､一般の土地区画整理事業 上bも

長時間 を要す る｡ ち恵みに､集合農地 につV,ては集合農地利用協

定に よ910年間の農地利用が担保 され､人 口定着 は確実に 10

年間は遅れることになっている｡

④ 土地区画整理地区 内の民有地 にかける ビル トア ノブ率 は､換地

処分か ら 5年位 は高 く進んで も､ 10年位 でやっと 50多毛 に達

す る場合が多V}(図 1- 3)｡

したが って､建てづせるまでに順調 にVlって 20- 30年かか

ることが予測 され､ ビル トアップの長期化は享け られ75:いだろ う｡

図 1-5 ビル トア ップ率の推移
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④ 高速鉄道等関連事業の遅れに よって､人 口定着は更 に長期化す

るおそれがある｡

例えば､現在､高速鉄道 3号線 は横浜 一新横浜間の工事が来年

開通めざ して急 ピッチに進ん でV,るが､新横浜以北 への延伸は､

建設費削減 をはかる高架化問題や田園都市線-の接続問題等 で､

予定 より遅れがちとなっている｡運輸省の路線免許がお9ない と

開通の見込み もたたず､住宅や宅地 の分譲時期がずれ込む ことが

予想 される｡

(予測スタデ ィ)

港北 ニュー タウンをとbま く諸情勢 の分析か ら人 口定着の長期化

が予測されたが､ ここでは､造成計画に基づいて人 口定着が実際に

どう進展す るか をモデルスタディするもの とする｡

(目 前提条件



図 1-4 ブ ロック区分図

表 1-5 ブロック別人 口想定一公団資料より集計

二>-竺 合 計 集 合 住 宅 一 般 民 地

慕 1 5,080 1.102 3,978

2 13.451 4,655 8.796

3 4,339 0 4.339

4 ll.283 4,188 7,095

- 5 8,072 2.303 5,769

6 8.591 1,881 6,710

也 7 8.605 1.638 6,967
8 1,545 0 1.545

区 9 2,837 0 2,83710 10,620 2.048 8,572

ll 12,050 4,522 7,528

12 4,793 1,581 3,212

合 計 91,266 23,918 67,348

慕 1 9,062 1,763 7,299

2 4.915 2,075 2,840

3 4.324 1,706 2,618

4 8,824 1,767 7.057

5 5.309 0 5,309

6 7,526 2,136 5,390

7 9,968 4.046 5.922

也区 8 424 0 424

9 1,074 0 1,074

10 8.418(7276) (冒,i.8呈) 6,134
ll 9,340 3.082 6,258

12 6,065 0 6,065

13 ll,739 3,979 7,760

14 3.921 0 3,921

15 10,952 2,790 8,162

16 4.173 0 4,173

17 5,520 0 5,520

18 ll.279 3,769 7,510

19 5.154 1,094 4,060

合 計 127,987 30.491 97,496
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① 公団の街区別人 口配分計画図による人 口数を基礎 とする (図 1

-4､表 1-3)0
㊥ 集合住宅部分は､市の集合住宅建設時期を踏襲 し､供用開始の

一年後に100帝が定着す ると仮定するOただ し､昭和 58年 9

月供用開始部分については､昭和 59年 3月に 50多､その次年

度に5095とするo

@ 一般民地については､造成計画に基づ く上物整備時期の区分を

基酸 とするoTiた､供用開始の-年後か ら､毎年 5多の削合で定

着 していき､ 20年で定着完了すると仮定する｡

(2) スタデ ィ結果 (図 1- 5)

造成事業､集合住宅建設等､事業の進捗状況の早い第 2地区の方

が人 口定着状況は 上く､昭和 83年時点で最終 フレーム人口127,987

人に逮するO

それに対 して､第 1地区は 2年遅れで最終 フレーム人口91,266

人 に到る｡

第 2地区では一般民地の定着状況が早 く進 むと予測され､昭和 70

年 3月時点で集合住宅人 口の 2倍にも連 している0第 1地区では､

一般民地分が集合住宅分の 2倍になるの壮昭和 77年 3月 と想定さ

れる｡

V,ずれに しろ､おおむね 10年後の昭和 70年 3月での計画人 口

達成率は､第 1地区で 520蕗､第 2地区で 545帝 と予測 され､

人 口定着の長期化が大 きな課題 となる｡

図 1-5 人口定着状況 (想定 )
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5) 長期化に伴う課題 既存の小学校計画をもとに して､人 口定着予測 に よ b小学校開設

時期をモデルスタディし､人 口定着の長期化に伴をVlどんな課題が

生 じるかを明 らかにするO

(小学校開設時期予測の前提条件 )

① 教育施設 としては､/J＼学校 27校､中学校 13校､高等学校 6

校のほか､幼稚園､集合運動場が計画されている.今回のスタデ

ィ対象の小学校 27校は､周辺の既設校 との調整の上で配置 され

第-地区 13校､第二地区 14校 となっている (図 1-6)O

④ 人 口定着に伴なう児童発生(荏)をもとに､原則 として 19ブ ロ ッ

ク毎の児童数を積算 し､ カバー可能 な学校区を想定 した上で学校

開設時期を検討する｡

(荏) 児童発生峯は､集合住宅で013人/人､一般民地で009̂ /̂ と

仮定している｡

④ 一時期 に大量の児童が発生する集合住宅-の入居時期に対応 し

て､学校開設すると仮定する｡

したが って､今回は､S･62,64,66,69.72,75,78 の 7時点

でスクディする｡

@ 学校規模は 24クラスを最/｣＼とし､計画で 24クラス以上のも

のは既存計画を踏典する｡

ク ラス当 Dの児童数は 45人 を原則 とし､収容可能性の検討に

あたっては 50人/ クラスも考慮する｡

(モデルスタデ ィ結果一図 1-7)

荏) 周辺の既設校活用は､第-地区 と第二地区でその比重が異75:る｡

前者では荏田小 ･すみれが丘′｣＼に負担をかけつづけるが､後者で

は昭和 62年 まで暫定的に負担 をかけるとい う結果 となっている｡

@ 造成が終了 しても人口定着がすすまず開校 できない/J､学校が相

当数出現することが予想される｡開校までに 10年以上かかる小
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学校は､ 2-9/J＼(16年 )､ 1-10/j＼(15年 )､ 1-3小 (

14年 )､ 2-14′J､(13年 )､ 1- 1小 (12年 )､ 1- 8小

(11年 )､ 2- 5′J＼(10年 )の 7校 (全小学校の約 1/4 )

に達する｡

(む プロノク毎の児童発生で考えた場合､ある時点で収容不能 とな

る学校 (1- 2'J＼､ 1-11小､2-4′J＼)の出現が予測できるが､

校区設定の変更や集合農地分の発生児童の減少等によって支障は

生 じない｡

④ 開校 しても児童数がなかなか適正規模に近づかない小学校 (2

- 5､ 14､ 1- 1､ 8､ 9/｣＼の 5校 )ができると考え られ､校

区設定､ クラス当 Dの児童数等の=夫で調整する必要がある｡

以上の分析か ら､/｣､学校 を通 して､人 口定着の長期化に伴をって

どんな問題 発生するかを課題的に考察 してみると次の 2点に集約

できる｡

･小学校でみても､人 口定着次第で 3校が必ず しも必要でないこと

が明 らかになった｡ このことか らも､小学校､中学校､高等学校､

集合運動場等の公共公益用地 を土地利用転換する必要性が高まっ

たと言える｡

･造成が終了 しても開校するまで長期間を要す施設や､開校 して も

適正利用に達 しない施設が予想され､ニュー タ ウ ン倭 を豊かにす

る暫定利用､例えば都市機能や産業の導入に役 に立つ利用を=天

す ることが重要である｡
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図 1-7 造成スケジュールと学校開設時期 (想定 )
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2 港北ニュータウン像の変遷

1) プランニングの進展

昭和 40年 2月､港北 ニュー タウンづ くbは六大事業の一つとし

て提案され､昭和 49年 7月基本計画が市長決定されるにいたるま

で､計画内容､事業手法等は様 々を観点か ら検討 された (表 1-4)0

ここでは､土地利用の提案 に しぼ って計画案の推移を簡単 にふ b

かえる｡

(市の方針決定にむけたプラン )

市の方針は､昭和 44年 5月住宅公団施行の土地区画整∃聖事業区

域の都市計画決定､昭和 44年 9月曲業専用地区の指定によって大

衡が明確に在ったが､それまでには浅田ブランと松井 ブラ/の 2つ

が作成されていた｡高山ブランは方針決定に併行 して作業がすすめ

られていた｡ この時期での土地利用の構築は次に示す とお りである｡

在) ニュータウンづ くDは､対象地域における乱開発の未然防止 を

ね らいに発意されていることか ら､浅田ブランでは､計画的な人

口誘導を図る ｢市街地開発地区｣やスプロール地区の改善 を図る

｢スプロール修復地区｣等の区分を行 なっているO

(参 虚業専用地区設定の考え方は昭和 42年 6月市 よD提示 され､

松井 ブランに反映 されてVlる｡その結果は､ ｢港北ニュークウノ

地域内農業対策要綱｣の制定 (昭和 43年 8月 )と夜D､農業専

用地区指定の基本 となったO

(基本計画の決定にむけたプラン )

土地区画整理事業の都市-十画決定 と農業専用地区の指定にエD､

基本計画策定 の条件壮整い､昭和 49年 7月基本計画の市長決定 ま

で､高山ブラン､港北ニュー クウy 交通計画を主体 としたパイロッ

トブラン(昭和 45.4- 463)､基本計画案がそれぞれ作成 され

良. この時期での土地利用の提案は以下の とおDである｡

(D 高山 ブランにおける農業専用地区は､当初新吉田一帯 とセ/メ

ー間､柚木VCも設定 されていたが､典薬専用地区指定の段階では

ずれた｡

㊤ 高山ブラ/では､大規模 を調整池をもつ公園 (早滑川K,]tのセン

ター間 )､研究所地区 (第三京浜浴の新吉田一帯 )､サ- ビス=

業地区 (早滑川北側の勝田地区 )､日曜農園 (都田の農専地区一

帯 )などが､特色ある土地利用 として ｢その他地区｣に構想され

ている｡

㊥ 基本計画の段階で､ ｢その他地区｣ は リザーブ用地 としての性

格を明確に与え られ､ ｢現状以上の乱開発を防止するための開発

保留地区｣に位置づけ られた.
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表 1-4 主 要 計 画 案 の 変 遷

(∋昭和40年 モ デ ル プ ラ ン(市 ) @ 昭和42年都市計画学会案 (市､公団) (彰昭和 43年都市計画学会案 (市 ) ④ 昭和 48年市基本計画案

-浅 田 ブ ラン -松井 ブラン -高山7●ラ/ (市､公団､地元､調整案 )

策 定 期 間 ･昭和 40.4- 41.2, ･昭和 42.4- 43.4. ･昭和 43.12- 44.9. ･昭和 48.4-48.12.

策 定 主 体 ･環境開発 セ/クー ･日本都市計画学会 .松井達夫委員長 ･日本都市計画学会 .高山英華委員長 港北 ニュータウン開発審議会の審議･昭和 49.7.15(市長決定 )

計 画 対 象 区 域 約 4,000La 約 3,000↓α 2,530▲α 同 左

計 画 案 の特 徴 ･計画人 口 25万人 ･計画人 口 30万人 ･言十画人 口 25万人 ･計画人 口 30万人

･｢市街地開発地区｣｢スプロール修 ･6- 7ヶ所の住宅団地 ･広域交通幹線に沿う都市複合体 (中心 ･2核構造のセンク-地区

復地区｣ などに区分 ･農業地区の設定 地区にリージョナル .センターを設置 ) ･市営地下鉄 2線 と検討路線 1

･渋谷 .新宿方面 と鶴見方面､横浜方 ･市営地下鉄 2線 と広域幹線道路 (東 ･市営地下鉄 2線の導入 ･東京 .厚木線と第2外喋繰は検討課題

面 と結ぶ通勤鉄道 2線 を計画 戻 .厚木､第 2外環 )の導入 ･緑の軸､農業専用地区の設定 ･農業専用地区の設定

事 業 化 の手 法 ･新住宅市街地開発法に よる事業 ･住宅団地は､住宅公団に よるEIl地閃 ･住宅公団施行の区画室理事業を中心 同 左
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(工業ゾーン(丑との流動)

*港北区(市内),川崎市
からの流入｡

都区部とは流入･出貴の
バランスがとれている｡

2) 周辺の就業状況

(就業構造 )

(∋ 横浜市 の就業構造は､全体 では 3次産業が､郊外区では 2次産

業がそれぞれ増加す るとい う特徴 を示 している｡緑区 ･港北区で

の 2次産業就業者比率は､ほほ 40多忙適 してVlる｡

㊤ 従業地 ベースで産業別就業者数 をみると､緑区 ･港北区は､戸

塚区 とともに､ 1次産業 と2次産業の従業者比率が高い とV'1う特

性 を示 してお 少､虚業 と工業 とい った就業の場が比軟的 あること

をものがた ってい るo

㊥ 通勤 .通学流動 をみ ると､郊外地域 では東京指向が強いのがわ

かる.特 に､東京に近い緑区 ･港北区では､市内に通勤する就業

者の削合は 50啓前後 とたってか 9､市内就業 の比重が 目立 って

低 L̂｡

④ しか も､昭和 53年 パー ソ ン ト])ッブ調査農具 (図 1-8､表

1-5)をみてみると､EEl園都市線 セクター と横浜線 セクターで

は流動状況に違いが ある.前者 で仕､東京都心部 .世 田谷区 ･川

崎市内陸への依存度が著 しく高 く､東京城南 ブ ロックや川崎市臨

港地区 との結びつきも大 きV')0

一方､横浜線 セクターは市内 との結 びつ きが強 く､特に､港北

区 ･鶴見区 ･神奈川区が中心 である｡

表 1- 5 緑区を中心とする通勤流動の状況

～ 禄 区 内 横浜 川崎 都区苦β合計1 2 3 4 5 ′｣､計

1_都 田2_鴨 居 3.81.00.90_90.2 0000009410 0041042102 0013021135 0_1 4_52_3 1.93.3 0_71,2 1_32_8 8.810.33.長津田.中山4_青葉台.奈良 0032 6_85.5 4.52_51.4 2.43.5 4_013_0 19.526_45_あ ざ み 野 20 2.9 3.7 125 21,4

小 吉十 69 1.5 58 53 25

横 浜 市 内川 崎 市東京 23区 611840 0611 200134 010717 000485

(餐)S.53バースyトT)プブ調査 21



図 1- 9 事業所増加率 (昭和50-56年) 図 1-10 従業者数増加率 (昭和50-56年)

(事業所 )

(∋ 昭和 50- 56年の事業所数 ･従業者数の推移を区別にみてみ

ると､郊外区で高い増加率を示 しているのが特徴的である (図 1

- 9)｡従業者数の区別 シェアーを産業分類別に夜がめると､港

北区は製造業 (金属製品 ･一般機器 .電気機器が主 )と不動産業

に特化 し､緑区は農林水産業､製造業 (食料品 ･たば こ､電気機

器が主 )､対事務所サービス業に特化 しているのが分かる (図 1

- 10)○

④ 港北区 と緑区について､産業別にどのような事業所が増えてい

るかをみてみると､港北区では不動産業､製造業､建設業､金融

･保険業が､緑区では金融 ･保険業､製造業､サー ビス業､卸 ･

小売業が急増 しているのが分かる｡

特に､緑区での急増傾向を夜がめると､人 口の集積に対応 して

小売店や対個人 サー ビス店など､生活関連産業が増えているのが

特徴的である｡

④ 町丁別の事業所密度は市衝化度合を反映 し､はや くか ら市街化

している東横線 セクター (港北区 )で高 くなっている｡市衝化が

遅れていた田園都市線 ･横浜線 セクターでは多 くが 20/La未満

であり､わずかに駅周辺や団地センターで高日夜密度を示すにす

ぎない｡

④ 事業所の増減率は､事業所密度の傾向 とは逆 に､市街化度合に

反比例 しているOつまb､事業所密度の低か ったEEl園都市線 セク

ターでは増加傾向が顕著である｡それに対 して､東横線 セクター

では 30多未満の増加率 にす ぎない状況 である｡横浜線 セクター

も駅周辺 .団地 センタ-をのぞいて同 じよう75:状況である (図 1

- ll)0
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5) 都市整備動向

(周辺での都市づ くり経緯 )

① 昭和 2年 ､横浜が東京 の郊外化 す る きっかけ とな ったのは､東

横線 の開通 であ b､ 多摩川以西 ､特 に箱根 とVlった東京 の郊外 レ

ク リェ- シ ョ/地域 とのつ なが bが確保 され たのは､′J＼EEl急線 の

開通 (同年 )で あった｡

表 1-6 港北ニ ュー タウン関連の都市 づ くり年表

市改 .区政のおき 革 帯の 売故 等 ニ 1 - ′ク y 謂栗 広■交連条件 ^ 口 の 娃 移

≡召和29年以rl S.)4S.15S.25S.26港北区の新改(第6次市城妓妓)川和出鮒 の開設市人口100万人突皮 l̂JLで,lSS.2S.2S_16 浜まの常連全jiBtI浜貨全額の電化 Eg洪括兼である.20万人 30万人

娼叩30午代 323535393g決定六大Jr井の尭讃 3539 37_38393939tA浜韻書屈折の閑井田観f5市巣の君工EElil246号開通で*9人九常始折も■浜罰の鞘美 30fJ4.8＼＼旧港北圧

35

きヨ和40年代 4243444546474849市人口200万̂ 突産毛為捕莞字訳の美35操区の新改点引きの決定新一器合計i)の尭窮 40474749子供のED蒜Eil三保市民の森罪Eil 41124447一849発足池辺JtJF地区j書工 40一11242一347井3京浜の見通の馬連佐禾長者ET)の開通 Ilol45

昭和50辛代 5353555656 金の投t 50525253565757jZJF井の完了回書丘完成_ 7'/ 51545一t5558として改組茶目司厚地 の指定LI井打iiJの夏空 525一15555潤)の甘工 l5055 23.8 26.526.5227_2 3

@ 小 田急線 は長 くt/ク リェ- シ ョン電車 と しての性格 を有 してV}

たが､東横線 沿線 は田園調布､ 自由 ケ丘､妙遵寺 等､比較的高級

を住宅地 イメ- ジで市街化 が進展 した｡

④ 戦後 も昭和 30年代 になる と首都圏への人 口集 中が激 しくなD､

東横線 と小 田急線 との間 に ｢多摩 田園都市｣ の構想が打 ちだされ､

昭和 38年､ 田園都市線 の着工 とともに､駅周辺 での土地区画整

理事業等 が大規模 に吐 じま った. この地域 - の人 口定着妓昭和 40

年代か ら本格化 した｡

(垂 田園都市開発 とともに､昭和 39年､国道 246号開通､翌年

第 3京浜 の開通､更 に昭和 43年､東名高速道路 とい った首都圏

の放射状道路網 の整備 がすすみ､東京か らの市街化 の汲がわ しよ

せ､ スプ ロール開発 の恐れが あった｡

㊥ そ うした中で､ スプ ロール開発 の未然防止 を図 るために､港北

ニュー タ ウ ン計画が市 の六大事業 の一つ として公表 (昭和 39年 )

されたO昭和 44年 に妓土地区画整理事業 や典薬専用地区が決定､

様 々な事業の骨組み が定 め られた.

㊥ 一 方､ 昭和 39年 には根岸顔 が開通 し､横浜線が磯子駅 まで乗

b入れ を開始する とと もに､新横浜駅 開業等 に 上って､横浜都心

と この地域 とのつ なが Dを強めた｡次第 VC､ 田園都市線 や東横線

とは ちが った ､横浜 とのつ なが Dの強い宅地化 が波及す るにいた

った｡

⑦ この よ うに､港北 ニュー タ ウ ン周辺 での宅地化 が着 々と進展す

る中で､昭和 40年代 か ら顕著 にをDだ したのは､公共 ､民間 を

問 わず､地区 センター､ テニス コー ト､ ミニ ゴル フ場､ カルチャ

ー セ ンター､ シ ョッ ピングセンター､市民 の森 とい った商業 か ら

文化 に及ぶ多様 な分野 の施設立地 がみ られ ることである｡
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(主な関連事業 ･構想 )

関連地区か エぴその周辺を対象に､各課 で検討 されてV}る都市整

備の事業 .構想の主 なものは次のとおDである｡

① 道路 一 道路局声速道路課､街路課､港北 ニュ-タウン関連街

路建設事務所

a.第三京浜のインク-チェンジ構想

第三京浜の港北 インク-チェ/I)はすでにバンク状況にあ9､

港北 インターの北部に新 インターチェンジを設置する検討が壮 じ

まっているO港北 ニュー タウンの都市活動面か らもその必要性は

高 く､周辺土地利用 ･既存道路 (計画 )との接続､用地確保の可

能性等か ら､新吉田への設置が有望である｡

b.都市計画道路整備

新横浜元石川線はすでに暫定開通 し､その他の都計道 について

も造成=事 の進捗 にあわせ整備が始まっている｡公田施行地区外

の都計道 として吐､横浜 ･上麻生線の一部 (都田 )と中山 ･北山

田線の一部 (川和 )が昭和 65年までに整備 される予定 になって

いる｡

@ 産業 - 経済局企画調査課､工業課､商業課

a. リサーチセンターバーク構想

自然環境 をV}か しで民間ならびに公的の研究所が多数立地 した

団地 を計画的に設置する構想.大規模 なものとい うエDは､ シン

ボル的な中核地区 とともに小規模地区を数 ヶ所分散配置するのが

実現 しやすいとされているo

b.先端技術産業 ゾー/構想

研究所 だけでな く､生産施設を有する-イテク団地､研究所 と

研究開発型企業が立地 した リサーチ&-イテク団地､ ビル形式に

よる-イテク街区等の整備 を図る構想o現在､ これ らの前提 とし

24

て､先端技術産業振興助成制度の創設､産業用地の先行取得策等

の環境づ くDを検討中である｡

C.北部物流センター構想

市の北部 を対象 として､物流 センターを新規につ くる構想で､

卸売､倉庫 ､遁輪等 の流通施設を集積 した ものである｡その適地

として､川向地区､新吉田地区､′J､机地区の 3ヶ所が検討 された.

有望視 されていた川和地区は､農業振興地域内である等の理由で

断念され､現在新書EEl地区で検討 されている｡

@ 農業 - 緑政局縁故課､北部農政事務所

農業専用地区での基盤整備 をすすめるとともに､都田地区一帯

の環境維持のために必要 とあらば農業振興地域の拡大指定を検討

する｡また､新田地区 (新吉田一帯 )と中川地区 (早淵川沿い )

で観光虚業振興事業が進行中で､ ナシ園等が造成､植樹 されてき

てかD､開発区域設定にあたっては充分考慮すべきである.



図 1-12 主な関連事業 ･構想
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第2章 導入都市機能の可能性

1. 都市 の育成 と導入都市機 能

1)都市 の育成

2)導入郡市 機能

2.導 入部市境能 の動勢

1)生′舌･文化

2)研究 ･開発

る)工業 ･流通

4)濃集 .緑地

5. 二ュ-タウン開発 と都市機能

1)都 市機 能導入 の事例

2)港北ニュータウンにおけ る郡 市機能 導入の背景





表 2-1 郊 外 地 域 の総 合 整 備

く長押IEl棟〉

l 緑豊か7EL･環境を生かし.自然と調和のとれ1ご市街地

を形成する｡

2 生i舌関連施設の警備.面的整備をITTめ.良好1j住

環境をもった市街地を形成する｡

3 骨格的都市施設の整備.地峻拠点の整備､就菜の場

の整備をすすめ.まとまりのある郊外地域を形成する｡

く蒐策の方向〉

l 操地ネ7トワークの形成

郊外地桟は､緑聖かTL特性を生かし､自然環境と調和

のとれ1=市街地形成をめざ1｡その1ごめ良好lJ.一自炊の

保全､公園聖偏､操j正!真備i･すすめるなかで.緑のネ

ットワークを形碇してい く ｡

2 交通網の鮒

(1)幹線道路の整備を十すめ､郊外地域相互の連結強化

をはかる｡まじ 生活j正路(:対する自動坤規制を行う

こと(:より､生活道路-の通過交通の進入を排除し,

安全な生活空間を形成する｡

(2)-ス瓜格の繋偏､駅前広場の類僻をす1め､-ス路

線の再編をはかろ.

まJ∴ 今後の交通需要の変化に応じ､地下鉄､新交通

/ステム等公共輸送機rWの導入を検対し交通史囲地域

の作消i･めざす｡

(3)地域の一体性を確保するため､郊外拠古を結ぶTrd状

呈X)玉(:ついてtTEI辺土地利用との調王差引まかりTJがら

検討を行う｡

(4)交通静の整備t:み1.･っては､周辺土地利用-の早手撃

に十分配慮するとともに､今後の社食的情勢の変化に

対し必要l:応じて計画の見直しを行ってい く ｡

3 地域拠点整庸

(1)鉄道主要駅を中心に､商薬､文化等の施設を計画的

(:誘導し､地区の特性を生かし1=拠古を形成する｡

(2)整備手法としては､再開発･修子夏等さまざまT.L'手法t'

多面的(:活用するが､帥酎ヒ､革薬化(ニ際しては住民の

意向を反映し､住民参加(:よる仕度主体の街づくりと

TLろよう配慮をする｡

4 地域施設､文化施投の萱if

Eg]書館､体育館等地洩施設､文化施設を空撮し､市民

文化育成の甥をつくる.6禽生l舌澄レベル1=おいでも､

地区センター等の施設を適正に配置し,地壕活動の活発

化をはかる｡

5.良好な住宅地の鮒

都市施設整備のおくれている地区1:ついては､土地区

画整理串集等を中･Lltl=重偏をすすめ､良好TL市街地i'形

成する｡その際民間活力を十分活用できるような聖編手

法の開発をめざす｡

6 港北ニュータウンの車放

(1)現在.住宅 .都市整備公団によって施行中の土地区

画整理事業t=ついては.述.路 ･鉄通等関連公共施設の

整備とあわせ､卒業の早期完成をめざす｡ま1∴事業の

進捗をみながら､住宅建設を促進し､人口の計画的定

着をはかる.

(2)生活関盈施設の整備.自然環項の保全により都市環

境の良好な市街地を形成する｡ ま1= 施設管理､地域

文化の育成に対し､住民の梯榛的な参加i･期待する.

(3) 公臥 斜面緑地.粗造等(:1って,十分なオープン

スペ-スを確保し､繰空かfJ市街地を形成する｡

まf∴ 農業専用地区(:ついては､土地基盤整備､農業

近代化施設整備等農家の往苫安定化対熟 二1って郁市

農業の確立をはかる｡

(41早IilJlH合いの市街化調整区域等(:ついては､レク1J

エーション施設､文放施設等市街化調整区域t:ふわっ

1=土地利用を検討L 計画的fL誘導を行う｡

(5)ニュータウンにふさわしい斬f=11都市施設として､

地域冷暖房.CATV(地域有線テレビ).共同溝につ

いて.引き絞き網宜 ･研究を行っていく.

7 郊外地域における産集の立地

雇用の場を確保し.戦佐近頂の都市構造を形成する(I

め.既存の内陸工乗地帯の再編整備をす丁めるほか､施

設整備吉個 ､土地利用言値 との瞥合性を考慮し1jがら､

郊外地域i:適し1ご産業の立地をはかる｡

｢よこはま21世紀 ブラン｣

1 都市の育成 と導入都市機能

1) 都 市 の 育 成

(よ こ は ま 21世 紀 プ ラ ン )

荏) 郊 外 地 域 の 総 合 整 備

昭 和 56年 ､ ｢よ こは ま 21世 紀 ブ ラ ン｣ が 策 定 さ れ ､ 行 政 運 営

の新 しい 指 針 と な って い る｡ 港 北 ニ ュ- ク ウ /忙 関 連 す る もの は ､

同 事 業 計 画 第 5章 第 3節 第 6項 ｢郊 外 地 域 の 総 合 整 備 ｣ の 中 で ､ 計

画 の 基 本 方 向 が 示 さ れ て い る (表 21 1)0

㊤ 緑 区 ･港 北 区 計 画

21世 紀 ブ ラ ンは ､ 区 別 計 画 と して もま とめ られ て い る｡ 緑 区 と

港 北 区 の 区 別 計 画 で は ､ そ れ ぞ れ の将 来 像 を ｢文 化 緑 園 圏 ｣ ､ ｢自

然 と調 和 した 活 気 あ る衝 ｣ と して 設 定 して い るO レ､ず れ も､ ｢自然

環 境 との調 和 を図 bな が ら､ 文 化 や 産 業 を育 成 した 活 気 に あふ れ た

額 づ くb｣ が 基 調 とな っ て V}る｡

(新 神奈 川 計 画 )

神 奈 川 県 を､ 横 浜 ･川 崎 地 域 ､ 三 浦 半 島 地 域 ､ 県 央 地 域 ､ 湘 南 地

域 ､ 県 西 地 域 ､ 津 久 井 地 域 の 6ブ E,ツク に分 け ､ そ れ ぞ れ の 特 性 を

V}か した将 来 像 の 実 現 を め ざ して い る｡

港 北 ニ ュ ー ク ウ y 妓 横 浜 .川 崎 地 域 に入 D､ 当 該 地 域 は ｢み ど b

豊 か を 国 際 文 化 都 市｣｢中枢 ･業 務 管 理 機 能 を備 え た 神 奈 川 の 中 核

都 市｣｢先 端 技 術 産 業 が 市 民 生 活 と共 生 して い る 中 核 産 業 地 域 ｣ を

め ざ して V}る (図 2-1)0

(首 都 圏 整 備 計 画 )

国 の 都 市 政 策 は 各 省 庁 に よ って様 々 を展 開 を み て い るが ､ 広 域 圏

で の 都 市 形 成 の 基 本 は ｢首 都 圏 整 備 計 画 ｣ (昭 和 56年 6月 ､ 国 土

庁 )に基 づ い て V}る｡
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首都圏整備計画では､ ｢広域多核都市複合体｣の形成 をめざして

いる｡その中でも､横浜市は既成市街地 と近郊整備地帯か らなる枢

要 を核都市 として位置づけ られ､重点課題 として高次の業務管理機

能の誘導 ･強化 に努めることとされている (図 2-2)0

図 2-1 新神奈川計画における地域区分

図 2-2 首都圏整備計画地域区分
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2) 導入都市機能

(薪都市軸と生活文化機能一図 2-5)

(∋ 小田急､世田谷街道 を軸 に､マイコンシティ(川崎市麻生区 )､

厚木森の里研究学園都市等の先端技術産業や研究開発横能の複合

的 な開発がみ られる.

(参 田園都市線､国道 246号では､ スタジオ､CATV､ スポ-

ツ ･レク リェーションクラブ等の文化､情報産業の開発が進んで

きている｡

@ また､′J､田急､EEE園都市線のべJL,ト地帯では､大学､短大等の

立地が目立 ってきている｡

④ この小田急 .田園都市線ベル トの都市発展は､住宅団地開発に

より始め られた東京のベッ ドタウンとい う域 を脱 して､京浜都市

軸 とは別の新 しV,都市軸 の形成へ とtJlたってV')る｡

⑨ それ綻､近年の情報社会化､ サー ビス産業化等の経済社会の変

化 に応 じて､生活文化それ 自体を素材 とした文化産業開発に よる

都市軸の進展である｡

⑥ そのイメージは､研究所､ キャンバス (学園 )､ カルチャーセ

yクー､ テニスクラブ､ひ らが7E駅名､CATVなどに よって象

徴される､いわば-イライフを地域 イメI .)である｡

吃) この地域 イメー ジが､都市生活のアイディy ティティを担い､

そのことが新 しV,文化産業 を誘発するとい った展開の夜かで､新

しい生活文化機能が形成 されてきている｡

(先端技術産業 と研究 ･開発機能 一図 2-4)

(∋ 先端技術産業系の発展はめざましく､京浜=業地帯の装置型産

業に香 って､かつ､ これまでの京浜=薬地域の集棟 を背景に､新

たな先端技術産業の立地が､南武凄､横浜線沿いに内陸地帯- と

進出 してきている｡



図 2-5 都 市 発 展 動 向

国鉄横浜凄 (相原-^王子 )の硬凄化
国道 16号バイパス計画 (相原 )

(参 南武線沿破綻最大の先端産業集積地帯であD､ マイコ/シティ

はこの一環 として取 b組 まれている都市政策であるO

㊥ 横浜線では､池辺町の日本電気宇宙開発棟､相模原の国立宇宙

科学研究所が立地 し､ これは横浜線セクターでの官民一体 となっ

た宇宙航空産業開発 となっているO

④ 先端技術産業の進展は広範 な分野に及ぶ変革 をもた らしている｡

特に､工業においては､ これまでのスケtJL,メ))ッ ト､大型装置

化､量産化を基軸 とした生産方式か ら､小型化､省力化､多種生

産型- と移行 してきている｡

⑤ こうした変革 によって､工業においては 自動化､省力化､異業

種間複合が進む とともに､それを可能 とする研究､開発部門が一

つの分野 として独立 してきてVlる.

流通におLnても､情報 システム化によりフロ-､ス トックとい

った物流か ら､版売 と結びついた多様化がみ られる.

⑥ このような研究､開発 とい う新規機能は､情報化 によって工業

流通機能 と結合 し､高度75:産業機能を形成 してきている｡

(文化､先端技術のクロス ･エ リア )

① 小 田急 ･EEE固都市線 ベル トにかける近年の文化産業開発に 上る

新 しV､都市軸の進展蛙､情報､研究 ･開発機能 を誘引 している.

@ 一方､先端技術産業の内陸進出は､京浜=業地域の集積 を背景

に している反面､首都圏での研究開発棟能が集横 し得 る新都市軸

に依存 してきている (図 2-4)0

㊥ 港北 ニュータウンは､丁度､′ト田急線沿い新都市軸 と先端技術産

業立地方向 とのク ロス ･エ [)丁にあた 9､鉄道及び東名高速､第

三京浜 などの広域交通網に囲 まれた開発適地 とな ってきている｡

文化及び先端技術産業 とのクロスは､文化､情報､研究､開発

などの多分野にわたる複合的な都市機能を形成するものとなろ う

(表 2- 2)0
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図 2-4 クロス ･エリア

(都市環境 )

G) 都市の急激を拡大傾向は一段落 し､周辺金村地域の全地域市街

化想定は糞廷しく､逆 に農業 ･緑地 の希少価値が高まっておD､ こ

れまでの開発抑制に よる保護か ら都市環境 としての整備が重要な

時代 となってきている｡

(参 虚業は､地元消費 システムの進展などによ少都市の多様性 を保

障するとともに､緑地性､防災､ レク リェ-ション､アメニティ

を保障 し､ これ らの系統的な整備は､新 しい都市環境横能を形成

するものとなる｡

表 2-2 都市の変容と導入都市機能

変 化 要 因 導入都市機能 特 質 , 傾 向

ベットタウン(住宅団地開発 ) 生活 .文化 (∋ 郊外型 ショッピングセ/クー化 (量版 .合理化､

車でのショッピングサー ビス )､及びCAでⅤ､

VAN等の情報 システム化 (在宅 シヨツビ /ク､

1 メーカ-か ら小売までの版売 システム)o

新都市軸形成 (参 ′J､田急､EEE園都市線沿線の-イライフイメージ

(生活文化産業開発 ) とあいまった文化産業化 (スタジオ､ カルチャー

七/クー､ ゴルフ､テニス etc)o

研究 .開発 (∋ 大学､短大､各種学校などの都心部高地価経営
か らの転出と郊外でのキャンバスイメ-ジ化o

臨 海 工 業 (工業等制限 ) ㊤ I業等の更新､高度化､または先端技術開発に

よる研究､開発苦叩弓の独立化.

工業 .流通 (む 先端技術開発による自動化､省力化及び異業種

J 間複合 (自動化工場､サー ビス .インダス トリ-､

先端技術産業 (内陸進出 ) ベ /チャー ビジネス､マイコンシティ)○

④ 情報 システム化 による物流 コ/ トロ-ルの拡大

と施設の多様化 (集配センター､展示場､倉庫版

売､ .)-ス )○

環 境 保 護 (開発抑制 ) 虚業 .緑地 (∋ 都心地域内農業の希少価値向上にともなう生鮮

食物供給 と地元消受 システムの進展､及び農家の

メ - ソナ t)ティの発現 (野菜等集約農業､直販､

1 観光農園､市民農園､有機虚業 )O

環 境 形 成 (誘導整備 ) ㊤ 緑地保全施策の進展及び防災､ レク リエー./∃
ン､7メニチイ等の施設化 (緑基金､ TDR､都



2 導入都市機能の動勢

1) 生活 ･文化

(商 業 )

広域的に商業集積状況をみると､横浜都心部や東京都心部 を除け

ば､周辺では町田､厚木等が広域的で高次の商業機能 を有 してV'る

(図2-5)0

一方､市北部地域の商業核 として､新横浜 ･長津田 ･多摩 ブラー

ザ ･港北 ニュ- タウン等の拠点整備が着 々とすすんできている.

今後､田園都市線や港北 -ユ-クウy の人口集横VC対応 して商業

核の変転が予想されるo

Tiた商業形態その もの も､ 自動車交通サー ビスと結びついた郊外

型 ショッピングセンターの立地や､情報サー ビスと結びついた在宅

版亮の普及などの変化が予想されるO

図 2-5 周辺都市の小売業販売額-S.51.S.54.

(文化 ･情報 )

文化 ･スポ- ツ関連の施設立地は､田園都市顔沿線 で盛んである｡

主婦層に人気の高Vlカルチャーセンター､亭主族が多 く利用するjI

ル 7場､両者に人気のある会員制のテニスコ-ト等は､高い需要に

対応 して民間 レベルでの経営が一般的になっている (図 2-6)0

また､新 しい動向 として､ これまで東京都心に立地 していたよう

な施設､例えばTBS緑山スタジオ ･劇団四季の練習場等の集積が

は じまっておD､東急はCATVの新 会社を設立 して情報文化産業

への取 b組みを開始 している (図 2- 7)0

綴区 ･港北区の市民性東京に近V,こともあって､強い文化欲求を

もってか D､定着する市民の増大に伴 って､ ますます との傾向は強

まると思われるo

したが って､スポー ツや文化活動等の市民活動の成熟に対応 して

次か ら次へ と新 しい文化 ･情報機能への需要が生まれ､それへの対

処が重要になってこよう.

神奈川県では､横浜市 と川崎市の北西部 を芸術､情報､各種研究

機関 からなる文化産業 ソ■- ンとして位置づけ､新交通 システム導入

等の施策が検討 されてきている｡
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☆ 黒沢プロダクション
(米軍通信隊)

図2-7 東京西南セクターにおけるメデ ィア関連の先行施設立地

0 1 5 10Km
出典 ｢港北-A-タウン･タウンセンター開発の基本構想｣ (S.583)
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2) 研究 ･開発

(大学 ･短大等 )

以前は､大学 ･短大等は東横線おい忙しか立地 してお らず､近年

になって､′J､EEl急線 と田園都市線の沿線及びその間の地域に立地す

る傾向が 目立つ｡

横浜線沿いの立地傾向が見受け られない ところか ら判断すると､

大学 .短大等は､東京都心 と結ぶ首都圏の放射状の鉄道お顔に立地

することが分かる｡第二の立地条件 としては､緑につつまれた広い

キ ャ ン/{スとい う教育環境 を形成する必要か ら､まとまった緑地の

多い新 しい市街地 であることがあげ られ よう(図 2-8)o

こうした大学 ･短大等の立地条件 を考え合わせると､今後 とも､

着 々と基盤が整いつつある緑区やニュー タウン周辺地域への進出可

能性は高い と推定できる｡

(研究機関 )

研究機関の分布をみてみると､工場分布 とオーバーラップし､製

造業の立地 と深Vl関わ りをもつ ことを うかがわせる (図 2- 8)o

特に､周辺 では港北区 と緑区 とを戟べると､研究機関数は前者が

研究員数は後者がそれぞれ多V,結果 となってtJlる｡緑区内の研究機

関での研究員数は､三菱化成総合研究所の 800名を筆頭に､合計

1,600名程に達 し､比密的規模の大きい研究棟関が立地 してVlる (秦

2- 3)0

緑区内には､未だまとまった緑地があD､鴇見川流域 を中心 とす

る=場地帯 もかかえていることか らすると､研究棟閑の立地可能性

は高い と言えるが､高Vl土地価格が大 きなネックとなってV}るo

大規模 な研究施設群のあ り方綻､厚木市 に形成 されつつある ｢森

の里研究学園都市｣ として一つのモデルが提示 されてお D､研究機

関の立地 による地区形成を図る際には参考になる点も多いと考えられるo

34

表 2-5 試験研究機関一覧 (緑区 ･港北区 )

< 緑 区 >

名 称 種 別 所 を 地 開設年 研究A点

l B卒専売公社 線区梅が丘6-2 昭和 48 200中央研究所 体試験研究所

2三乗化成I葵城 焦鼓化等 捺区弧 .1000 昭和 9 800総合研究所 工菓製品

3 謙基 イyキ挽技 術 部 丑科.イ/辛 緑区書碑町450 昭和 6 110

4 スク/l/-芯気扮技術研究所 屯 気 殺 器 緑区荏田町2456 昭和 44 93

5 三基屯子I葉月勃開 発 部 1正気 横 器 緑区養田北2-1-6 昭和 38 5

6 古土通化成軸技 術 部 その他壬生遺業 掠区川和町654

匡l立 .公立 振区長津田 昭和 50 198(大学院

至諸 賢最理 私 立 大学 町4259 580ー

7-b東京工大 匡1立.私正大羊 昭和 29 49
糞硬化学研究所 付属研究所

7-C東京工大打電工学研究所 昭和 29 51

7-d東京I大I菓材料研究所 昭和 33 41

8 金洞云科大字病院 匡1立.私立:太字 緑区奈良町1566-281経営管漂研究所 付E研究席

* 掠区長津田 昭和 45 20
研 究 席 (電気故器 ) 町 5289

名 種 別 所 在 地 開設年 研究良さ

技術研究所 建 設 港北区下期町74 昭和 35 91

11 内外i昌等放射技 術 部 抜 推 港北庄綱島西5-4-5 大正 9 12

12線 受 生 重研 究 所 その他化学工業 轟北区新羽町1050 大正 5 340

13g射岡本工rFuが作所開発部 墳 械 蔭北区箕輪町1000

ユ4岩田塗蓑I業㈱技術本部 港北区新書田町 3176 大正 15 20

15 アマノ㈱技 術 部 港北区大豆 戸町 275 昭和 6 39

㈱開発研究所 喝 気 機 器 港北区網島果4-3-1 昭和 33

梯技術開発部 港北区新書田町 1510

18大井電気(棉研 究 所 港北区菊名町7_3-16

19線エヌエ7回ク技術部 海北区綱島東6-3-20 昭和 34 3JI

20 自動車ね じ工細 技術部 垢送用敬器 転北区太尾町1416

21梯ニフコ閑莞空 そ の 他到 達 業 啓北区揖町355 昭和 42 8

-& 工 学 部 国立 .公立私 立 大 学 蓉北区日吉3-14-1 昭和 14

22 慶応麓塾大学-b情報科学研究所 辛 蒔北区8号4-1-ユ 昭和 44 5

23 明治製菓扮甲央研究所 辛(化学I業) 転北区師岡FT760 昭和 36

史料 科学技待庁監修 ｢全盈綿 研究棲馳名鑑｣1981- 1982年監版

*印は､神奈川援済研究所轄｢神奈川県P]研究殻関一覧Jに上る｡
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5) 工業 ･流通

(工 業 )

港北 NTの南 ･東部に接 して鶴見川流域工業 ゾ- ンが､北東部に

は川崎市高津工業 ゾー ンが立地する.西部には､相模原や座間 ･大

和等の県央内陸工業 ソ'-/があD､ これ らはいずれ も機械工業が主

体 である (図 2- 9)0

こうした内陸=業 /- ンは先端技術産業のゾーンでもあ9､年に

川崎市のそれは首都圏最大の先端技術産業の集横地帯である｡

新 しい試み として､川崎市はマイコン関連企業団地の建設をめざ

す ｢マイコンシティ｣を麻生区栗木で実現 しようとしてか9､鶴見

川流域工業 ゾ- ン内の日本電気ではすでに､延べ床面積 6,000m2と

い う日本最大の ｢字音開発棟｣を完成させ､先端技術の メッカとな

っているO

港北 ニュー クウy区域の東側 と南側に､=場の新増設を禁止する

=業等制限区域 ラインが走 っておb､その内側の=業地帯や準=業

地域では工場立地が強 く規制されている｡その意味では､=業等制

限区域外で=場地帯に隣接する ｢その他地区｣は､有望な立地環境

におかれてV'>ると言える｡

先端技術産業の立地動向に対 して､横浜市で吐､その導入促進の

ため､-イテク団地 (1- 3La)､ リサーチ&-イテク団地 (10

-20La)､ リサーチセンターバーク (30- 50La)などの関連

開発整備が検討 されているO

また､神奈川県 においても､ ｢=業の質的転換の促進｣ と ｢神奈

川県 を技術開発のメ ソカ｣ とする ｢頭脳 センター構想｣ をかかげて

V'1る｡
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(流 通 )

臨海部の素材型工業の停滞､高度組立加工等の郊外立地 と対応 し

て､高付加価値貨物の流動が 目立つようにをb､内陸部での輸送 ニ

ーズ､倉庫等の保管ニ-ズが高まってきている｡

東名高速道路の横浜 インターや第三京浜の港北 インク-の周辺に

は､倉庫 ･保税上屋 .車輪置場 ･配送 センター等の流通施設の集積

が進んだ｡

特に､港北 インターはニュータウンに隣接 し､新横浜 ･元石川顔

も開通 したために､ インター周辺の水EEl地帯や ｢その他地区｣の節

本地区等VCか V,ては､流通施設の立地可能性が高 まってV･,ると思わ

れるo また､港北 インターはバyク状態であb､港北 ニュータウン

との関連 も踏 まえて新規のイ/クーチェ/ジをつ くる必要が高まっ

ている.
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4)農業 ･緑地

(農 業 )

緑区､港北区は､虚家数､経営耕地面積 とも比軟的大 きく市内で

の農業に占める位置は高い｡

港北 ニュー タウン地域 での虚業状況をみると､都田､新 田地域の

農業が盛んである(図 2-10､表 2-4)0

特に､都田地区は横浜市内で も都市農業の産地形成がすすんだ地

区であD､今後 とも専業的 な虚業経営の可能性が強い ところである｡

新田地区は､都市化が進んだ ところであるが､都市虚業の精鋭 も

多 く､都田についで農業が盛んを地域 である (図 2-ll)0

現在､市場出荷が主流を占めているが､今後､直売所や産直方式

などの地場流通 /ステムや観光農業を含めてバ ラエティに富んだ都

市虚業の展開が期待 されるO

(緑 地 )

多摩丘陵か ら三浦丘陵 にいたる丘陵緑地は首都圏近郊緑地帯を形

づ くってお 9､港北 ニュークウ/壮多摩丘陵東部地域の一郭に位置

するo多摩丘陵東部地域は東京湾に向 って開け､東南に多摩川､鶴

見川､惟子川の各水系が発達する丘陵緑地 となっている｡

しか し､鉄道､道路が発達 し東京通勤園に入 れ 小起伏丘陵地で

もあることか ら､交通網にそ って宅地化が進んでいる.交通網は西

南方向に発達 した ことか ら､丁度､東南に走 る緑地水系 と交差する

ものと在ってい る.

一方､多摩丘陵西部地域か ら三浦丘陵にV,たる起伏の大 きい丘陵

地 には規模 の大 きな緑地が連続分布 し､都市化の進展のなかにあっ

て､貴重 を緑地機能を担 っている (図 2-12)｡

港北ニュー タウン周辺地域 では､多摩川､鶴見川rF]thに公園､緑

地､レク 1)ェーション施設が立地する二大 レク リェーション地帯が

38

表 2-4 旧町村単位でみた主要農業指標 (緑区 ･港北区 )

上皮 農 家 数 専業兵家数 経営耕地面棟 版元金額500万円以上の農家数

下段 農 家 車 卑 薬 事 -農家当9平均経営耕地面棟 版元金額500万円以上の農家率

横 浜 市 8.117戸 972戸 396,738a 471戸0.9多 12,0飾 48.9a//戸 5.8東

港 北 区 1,4101_5 15410.9 68.72848.7 654.6

A 港 北 5510.7 285.1 24,11043.8 40.7

8 新 田 3972.7 7719_4 21,52454_2 317_8

0 中 川 4616.0 4910.6 23,09450_1 306_5

緑 区 2,2322.4 259ll.6 112,50950_4 934.2

D # EEl 5606_5 14425.7 28,40550.7 468.2

E 山 内 3151.9 278.6 15,16948.2 61.9

F 中 里 5622.4 356.2 26.57147.3 203.6

0 8】 奈 410 23 22,118 91.8 5_6 53,9 2_2

H 新 治 385 30 20,246 123.1

資料 :｢8.55年国調結果｣ ｢S.55年盤七ソ結果｣
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形成 されてVlる｡

鉄道沿線の市街化 と交差す る緑地水系 では､公園､運動場 などの

需要が高 まって きておD､鶴見川 レク 1)1- シ ョソ地帯では､ 田園

都市線､東横線沿線 でのテニス､ ミニゴル 7､スイ ミングなどのス

ポ- ツゾーンの形成がみ られる (図 2-13､表 2-5)o

港北 ニュー クウ/は､ このスポー ツゾーンに狭 まれた鶴見川 レク

1)ェー シ ョ/ゾーンに位置 し､今後､港北 ニュー クウ/の緑地系施

設､周辺緑地､広域的都市緑地 などの整備 に より緑地水系 と都市 と

がネ ッ トワークする緑地形成が期待 される｡
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表 2-5 レク リェ ー シ ョン施 設 の 立 地

鶴見川 自然レク1)エーシ∃ソゾーン 多摩川自然レクリエー ./ヲン/-ン

大規模な 1. 等 々力緑地

2. 獅子ヶ谷市民の森 2. 駒沢オ リンピック公園

3. 熊野神社市民の森 3. 馬車公苑

4. 夢見ケ崎動物公園 4.砧 77ミr)-/I-ク

5_ 長坂谷運動公園6. 四季の森7.都筑自然公園 5. 生田緑地, 日本民家園

公 園 . 8. 三保市民の森

緑 地 等 10.稲荷前古墳公倭ト市ケ顧 穴古墳ll.芹ケ谷公園12_薬師池公園,七国山風致地区14.図師小野路歴史凄境保全地域15.小山田緑地

レクリエ 1. 唆山レク リユー./ヨソ地区 1, 多摩川園
2. 寺家 .横浜ふるさと村 2.二子多摩川園

3. こどもの国 3_ 向ヶ丘遊園

~/ヲン施 設 4, ひなた村 4. 読売ラン ド6_ 京王盲花苑遊園地

観 光 1.新吉田(倉部宿戸,中里)観光投薬2. 中川観光良薬

曲 園 4, 秩 .黒須田観光虚業

ゴルフ場 1. 東京国際カントリークラブ 1. 川崎/{ブリツクコース

2. 多摩川 ゴルフクラブ3. 東急 ゴルフ場5. 東京よみ うb/,'プリツクコース6, 東京読売カン トリークラブ7. 多摩カン トリークラブ8. 桜 ケ丘カントリークラブ

大規模な公園･緑地等
レクリェーション方転量

[亘]ゴルフ場
[亘 ] 観光農園
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3 ニュータウン開発と都市機能

1)都市機能導入の事例

(∋ わが国のニュータウンは､ これまで主 として大量の公的住宅供

給を目的 として建設されてきたため､住宅を中心に各種公共施設

と商業の配置を主内容 とするものであった｡事業手法 としては､

新住宅市街地開発事業 と土地区画整理事業 の 2つが主 なものであ

るo

@ しか し､その一方で､酉神ニュー タウンの ように､工業団地､

流通施設､学園 ･研究所 とい った多様 を都市機能を当初か ら計画

し､総合的 な都市づ くDを行 っている例がある (表 2- 6､ 7)0

@ 多摩 ニュータウンの場合には､昭和 49年 10月の南多摩開発

計画会議 で､児童発生率の増加､住宅規模の大規模化 ､業務施設

用地やオーブ ンスベ-ス .駐車スペース等-の土地利用転換の方

針が打 ちだされ､全体計画人 口の 2割削減が決め られた｡サー ビ

スインダス トリー地区の設定は この計 画変更 を機 に構想され､単

なる住宅都 市か らの転換 を図 ってきてVlるo

表 2-6 都市機能を導入 ･誘発したニ ュータウン

主な開発目的開発Ttf,琴 住宅地開発が主 特 定 開 発 が 主

計画開栄 当初計画 一 体 開 発 酉 神 N.T. 筑波研究学園都市森の里 N.T.

セ ット開発 竜 ヶ崎 N.T.

中 途 計 画 多摩 N.T.

局辺波及 隣 接 立 地 千 旦 N.T.
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④ 住宅地開発ではなく､研究開発機能を軸に したニュー タウン開

発車例 としては､筑波研究学園都市 と厚木 ･森の里ニュー タウン

がある｡

(む せた､必ず しも計画的ではないが､-ユ- タウン開発の波及効

果 として､基盤活用や人材活用等 をめざす開発が､隣接 した場所

や近接 した場所に立地する場合がある.千畳 ニュー クウ/での大

学や流通施設､筑波研究学園都市での工業団地等が代表的なもの

である｡

2) 港北ニ ュータウンにおける都市機能導入の背景

これ号でみてきたように､住機能 L商業機能以外の多様 な都市機

能を有する-ユ-タウンが計画的に､ あるいは波及的につ くられて

いる実態を概観 してみたO

港北ニュー タウ ンは､ これまで住機能を中心の開発 イメ- ジが強

か ったが､次に示す ようを様 々を点か ら､多様 な都市機能を導入 し

た新 しいニュー タウン像が要請 されていると言え ようo

(∋ 住宅需要の低滞

市の人 口増がおちつ き､住宅需要が低滞す るとい う状況の中で､

これまで以上の高水準 で購入可能な住宅供給 と魅力ある都市づ くD

が重視 され､多様な都市機能を備えた熱成 した衝に対する要望が高

まりつつある｡

㊥ 昼間人 口の確保

これまでの住宅中心のニュー タウン傷では､昼間は女性 と子供 し

かV}ない衝であったが､文化 ･情報機能や大学､各種学校等の導入

に 上り､若者か らお年寄 まで幅広い年令階層の住民がい きいきと生

活できる活力あるニュー タウン像が求められているo

@ 就業の場の確保

特に､昼間人口を確保 しようとすると､住宅地 と共存 しうる工業



流通､研究 ･開発等の企業誘致は重要で､遠距離通勤 の解消 とも 活用すべ く､ この一帯-の民間企業の立地意向は強い｡企業にとっ

そる職住近接型の住宅地開発 を望む声は強い｡

@ 民間企業の立地意向

ニュータウン区域内への公共投資は集中 してなされ､その基盤を

蓑 2- 7 住商以外の都市機能を導入 ･誘発したニ ュータウン事例

ては､恵まれた交通条件 とともに､豊富75:人的資源に魅力を感 じて

いるものと思われる.

計 画 諸 元 (芸蓋重量…笑S) 導 入 都 市 機 能工 業 . 流 通 研 究 . 開 発 そ の 他

育 ○神戸都心か ら10- 20h圏 oインダス トリアルバ-ク(B.C地区 ) o学園 .研究所 (C地区 ) OB地区の都市サービス施設

秤 (大阪都心か ら40Kzn圏 ) ～B地区では 5割位稼動済 ～神戸外大等の動 き ～業務機能導入の動 きはまだなV,i

0642山､ 7万人 売れ行 き良好 ユニバーシアー ドでの宿舎利用を

エ1メウ ○新任毛市街地開発事業(S.45.12都計決定 )*職住同時造成型の最初の ○流通業務団地～構想 どせりで､高速道路インク- きっかけに具体化 しつつある

ン′ ニュータウン 等の周辺動向待 ち

蘇 o東京都心か ら 50Km圏 - o大 学 o高校

の里 0273,1La,約 8,000人 ～青山学院大学 (16.5La.教養課程 )松蔭学園女子短大 (3,9▲α.建設中) ～県立厚木西高 (4.OLD)

o特定土地区画整理事業 o研究所

エ (個人施行､ S.54.7.事業認可 ) ～富士通研究所 (6,7Lb)日本電 々/＼社電気通信研究所

iメ *大学研究所等の知識集約型 ム (19.8La)

ウ 施設を計画的に誘致 (誘致施設用地 建設中のものとして壮
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計 画 諸 元 (:墓室蓋…笑e) 導 入 都 市 機 能
工 業 . 流 通 研 究 . 開 発 そ の 他

筑 o東京都心か ら60Km圏 o周辺への計画的工業団地の誘導 043の国立試験研究､教育機関等は ○学園センタ- ビルには､音楽ホール､ ホ

ム A計で 1489La(552%) テノレ等が進出 している

級研究学園那 02,696La､ 12万人 o豊里町東光台工業団地には､医薬品､エレク トロニクス関連 の研究所 27社

市 都計決定 )*特定機能の導入開発 が立地 しているOo先端技術者大学構想 (私立 )

E邑ケ崎 o東京都心か ら50KⅢ圏0671.3La, 7.5万人 ○龍 ケ同地区の北東に､竜 ヶ崎I業団地 を公団施行 で造成中 - o誘致施設等用地は合計で 19.0La(5ヶ所 )

I♂ウ o特定土地区画整理事業(S.46.1,S.48.12 都計決定 )S.57.3 約 700世帯第一次入居開始 E蓋.蕊 禁 警雷墓誌 [蓋苦言 108,.46:… 昌 諾 ,'市街地にふさわ しい企業誘致 と将来の都

ン′ *I業団地 とのセッ ト開発 市拡張に備えるために､設けている

多 ○東京都心か ら30- 40Km圏 oサービスインダス トリー地区 (21La)/＼ o都立大の進出が きまっている ○業務誘致施設地区は

磨 03,0204α､約 31万人 業種指定によるム募 ○眉一間人 口を増や し､若者を含めたバ ラ 約 145La (南端 を東西に走る尾根幹線PlJ,lv,)

】メ (現在人 口は約 1/3の 10万人 )T …:.≡o:1蓋:i:i;**EX)二 :;%% エテ ィさをだすために､女子大､短大等の誘致 も検討中o研究機関等はニュークウ/にとつての

ウン *新任事業に よる新規機能導入 11区画､合計 1.77La､14jW mガソ1)ンスク /ド､ガ-ディーラー､宅配､引越センター､電気機械器具等 意味性が うす く､誘致施設 としに くV}

千 ○大阪都心か ら10- 15Kn隙 o千里中央地区センタ-の北で､NT区 ○北東部に近接 して大阪大学が立地 〇千里中央地区センター西 ブロックには､

里 01,155▲α､ 15万人 域 に隣接 した ところに､大阪 テキスク＼ 住友商事､ 日本経済新開､住友信託等の

ユ7メ ot去≡≡三三≡冨…事業 イルセンター (大阪船場繊維卸商団地 )E写.3芋蔓軍 慧 慧 …㌻ _ ○阪大の北側に､大阪外語大学が立地 業務施設が多 く立地 している
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第3章 関連地区整備方針

1. 関連地区の特性

1)調整 区域 としての広 域特性

2)現 況評価

2, 関連 地区整備構 想

1)関連地 区の位置づけ

2)郡市煉能の配置

5)骨格土地利用構想

5. 土 地利用指導 指針

1)開発 誘導 ･規制方針

2)適 用可能手法





1 関連地区の特性

1) 調整区域と しての広域特性

① 本市の市街化調整区域は市の縁辺部に環状に分布 し､農地 と

緑地 を中心 とした土地利用で､農業振興地域に指定されている

地域 も比較的多い｡

⑧ 市全体の調整区域Vj:18の地域にグル ーピングできる (図 3

-1)oそれ ととに人 口密度をみ ると3.1ノ)/haから31.6人/ha

と巾がある0 10人/ha未満はわずか 4地域にす ぎず ､比軟的人

口密度は高 目である｡

⑨ これ らの調整区域は 5つの類型に分け られ る｡そのうち関連

地区は類型 Tと ]に該当する｡類型 Iに該当す るのは鶴見川流

域 とともに都 田地区であ り､農業系土地利用 として安定的であ

るO類型 Ⅱはスプロール現象が顕著をところで､戸塚区縁辺部

とともに中川 ･新吉田一帯が相当 している(図3-1､表3-1)｡

蓑 5- 1 調整区域の類型区分

市街化調整区域の類型 該 当 地 域

T 農用地区域あるいは幾専地区の指定がまとま A.B,C,

つた形で行なわれてい る地区 (農業系 ) E (一部 ),P

Ⅱ 都市的土地利用のス プロールが著 しく､他方 D,E (一部 )

で農地系 .緑地系での指定 も少 ない地区 M,N,0

(スプロール系 )

Ⅲ ス プロ-ル もある程度み られ､農地系､緑地 G,H,1,J

系の地区 もあるが､その どちらでもない白地の

部分が多い地区 (白兎 系 )

Ⅳ 速規模を緑地 とスプロールの地区 L,K
(緑地釆 )

V 大規模 な緑地 と計画的開発による都市的土地 Q

図 5- 1 調整区域の地域区分
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2) 現況評価

(土地利用条件)

① 関連地区を4ブロックに分けて､農地 ･山林の賦存状況をみ

ると､農地比率はD>B>A>C､山林比率はI)>A>B>C

であ 9､総合 してみ るとI)､A､B､CのJIBiに自然的条件が高

いことが分かる (表 3-3､図 312-4)0

② 山林の植生 としては､自然植生 (I/ラカシ )は皆無に等 しく､

クヌギ ･コナラ林､スギ ･ヒノキ林､クロマツ林等の代償植生

がほ とん どを占めている｡

④ 市債化は､東横線綱島駅方面か ら早淵川沿いに波及 している

ために､Bブロックの宅地化が水田や埋立畑地 をコマギレ的に

残 しをが ら進行 している. 夜かには､周辺土地利用の影響を受

けて工場が多 く集秩 した地区 も存在する｡

④ 早淵川一帯には､ 12haに及ぶ仮設住宅用地が散在分布 して

か 9､ スプロール的な宅地開発 と混在 してい る.

⑤ Cブロックの川和地区は､横浜 ･上麻生線か らのスプロール

的宅地開発が斜面地に沿って進行 した地区 と土地区画整理事業

が行 なわれている地区で､都市的土地利用が確定 してい るとこ

ろである｡

㊥ I)とAのブロックは 自然的土地利用の地区であるo I)ブロッ

クは農業専用地区に囲まれた ところで放業的土地利用 として完

結的に安定 している｡Aブロックは南北で工業系宅地化が 目立

ち､中央に集団的山林 を有するところである｡

(現況からみた地区特性)

瑳) 自然系 と都市系の土地利用条件 をつ きあわせ､現況か らみた

地区特性 をとbまとめると､次の 8類型に分けて現況評価でき

る (表 3-2､図 3-5)｡
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④ 8類型 を4ブロック海に即地的にあてはめてみると､Aブロ

ックは 9地区､Bブロックは 6地区､Cブロックは 2地区､D

ブロックは 7地区にそれぞれ分割できる｡合計の 24地区毎の

特性は表 314に示す とお bである｡

表 5-2 類型区分

類 型 区 分 説 明

①既 成 市 街 地 農地山林が少浸 く､計画開発地に しろ､スブロー

(住宅中心 ) ルによるに しろ､住宅を中心 とした市街化の熱度

が比戟的高い地区.

㊤既 成 市 街 地 _上記 と同様に市街化の熱度が比較的高い上に工場

(住工混在 ) が多 く､住宅 との混在状況 を呈す る地区○

@市街化進行地 既成市街地に隣接 し､計画開発地の人 口定着や人

区 (住宅中心) ロ集中地区に含まれ るなど､硯に住宅中心の市衝

化が進行 している地区O

既成市街地 よDも彪地 .山林等の割合が多ho

(む市街化進行地 同上だが､市街化が工場立地 とともに進んでいる

区(住工混在 ) 地区o

⑤都市機能地区 NTのセ/メ-地区に狭まれた地区で､都市機能

の充実 とV,う形で市街化が進む可能性がある地区.

公共性 も高 く在ると予想されるo

(む都市 .自然均 住宅 .工場等 と農地 .山林がパラ/ス よく併存 し

衡地区 ている地区O市街化進行地区に夜るのをどう防 ぐ

かが問題o

⑦山林優位地区 市街化はそれ程顕著では75:く､む しろ集落 と農地

が混在 してはいるものの､約 5HA 以上の集Efl的

山林が優位 となっている地区○

㊥農地優位地区 同様に著 しい市街化動向は見られずに､集落 と山

林が混在は しているものの＼約 5HA 以上の集団



図5-2 ブ ロッ ク区分

蓑5-5 ブ ロック別農地 ･山林面積

A 8 C D 合 計

総 面 横(1)308.8HA 349.3HA 76.OH人 430.8HA 1ユ64.9HA

I/ C2)292.8 333.4 61.9 257.1 945.2HA

農地面横 63.6 88.1 5.3 78.1 235.1IlA

比 率(1) 20.6% 25.2% 7,0% 18.1% 20.2%

u (2) 21.7 26.4 8.6 30,4 24.9%

山林両横 63.3HA 40.8HA 3.OH人 61.4HA 168.5HA

比 率(1) 20,5% 117% 3.9% 14.3% 14.5%

(荏)総面積(1)は既開発地区 を含む面積で､(2)はそれ らを除Llた

面疎

図 5-5 農地分布図
l-ヽ

･3...-..:..

/-ノ
′

ld 54･m上
E3 卜い･
□ 2･･-

図 5-4 山林分布図
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表 5-4 現′兄からみた地区特性

地 区 類 型 該 当 地 区 特 性

既 成 市 街 地 農地山林が少 な く､計画開発地に しろ､スブ A3 地形的には､低地 (住宅 .農地 )と台地 (計画開発地 )とか らを少､その間に南北に斜面

(住 宅 中 心 )4地区 ロールに よるに しろ､住宅を中心 と した市衝化の熱度が比較的高い地区o 27,5ha 緑地が残 り､景観上貴重を要素となってい る.8 1 北側 と東側にLLL林があ 9､農地 も散在 してV,るが､網島方面か らの市街化の肢は S40年

50.4ha 頃 には及ん でいる○工場 も小さな ものや住宅併用の ものがV,くらか立地す る○耕地整理 さ

れた水EE]の建立で市街化が進むO

C 2 緑地 .農地はコマギレに残 るだけで､計画開発地やスプロール的住宅立地が 目立つ○経や

33.5ha か夜斜面上の市衝地であるが最 も低い横浜 .上麻生線治に/ト規模I場が点在する○

D 1 小さを地区ではあるが､住宅を中心にほほ市街化は完了 している○農地や山林はほ とん ど

5.9ha ない状況であるO

既 成 市 帯 地 上記 と同様 に市街化の熱度が比較的高い上に A7 水田の盛土で市街化 したところで､その他地区の中では最 も多 くの工場が集まるDそれ ら

(住 工 混 在 )2地区 工場が多 く､住宅 との混在状況を皇する地区○ 22.7ha の間に ミニ開発的を住宅地が点在す る○A8 Aに隣接す る市街地で､南側は住宅と工場が混在するo北半分は多 くが住宅が占め､店舗

15.Oha も比軟的多ho東側 に南北に斜面緑地が残 る.

市街化進行地区 既成市街地に隣接 し､計画開発地の人口定着 82 住宅 を中心に､店舗 も比軟的多 く工場 も散在立地す る.南側は元水田地帯で耕地整理 され

(住 宅 中 心 )3地区 や人口集中地区に含まれ る夜ど､硯に住宅中心の市街化が進行 してい る地区○ 90.7ha てお り､2HA以上の集団虚地が見 られ､北側は丘陵地形で 2liA以上の山林 も残っているoB 6 田園都市線に最 も近 く､地区外の市街化の影響 を受けやす い位置にある○住宅 .店舗 .学

既成市街地 よDも農地 .山林等の割合が多い○ 7,8ha 校が立地 してか D､仮設住宅用地 もある○残 Dはほ とん どが点地である.

C 1 横浜 .上麻生線側の住宅地 を除いて､ほとん どが泉田向土地区画整理事業区域に含まれ､

28.4ha 南部か ら住宅のVj:少つ きが始 まってい る○

市街化進行地区 同上だが､市衝化が工場立地 とともに進んで A2 綱島駅か らのバス路線が通 っていることもあって､谷戸治に市布化 しつつある○住宅はス

(住 工 混 在 )1地区 V,,る地区○ 57.2ha ブロール塾立地で､水田跡を中心にI場 も比教的多い.

都 市 機 能 地 区 NTのセンタ ー地 区に狭 まれた地区で､都市 84 現在 までは住宅 と店舗が 目立つ程度で､大部分は農地で水 EBの畑地化が進んでい るo仮設

1地区 機能の充実 とい う形で市街化が進む可能性が 61.4ha 住宅用地はほ とん どこの地区に集中 してい る.川崎 .網島方面か ら国道 246号にぬけ る衝

ある地区｡公共性 も高 くなると予想 される. 道 (生田 .横浜凄 )が通過 している○

都 市 . 自 然 住宅 .工場等 と農地 .山林がバ ランス よく併 A9 東側Qj:虚業振興地域 に隣凄 し､西側qj:第三京浜道路に凄す る○北qの-画を丸子 .中山 .

均 衡 地 区 存 している地区o 市街化進行地区に浸るのを 23,2ha 茅ヶ崎顔が走 り､これ沿に住宅 とわずかの工場が立地す るが､その東側には約 5HA の山

3地区 どう防 ぐかが問題o 林が南北に残 っている○

83 丘陵地の山腹には住宅が､水EEl跡には住宅 .店舗がは りついているONTに接す る一帯に
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地 区 類 型 該 当 地 区 特 性

都 市 . 自 然 (前ペ ージ参照 ) D 7 現在､綱島駅か らバスでNTに行 く玄関口にあた るところで､その道路 を中心に住宅が立

均 衡 地 区 19.8ha 地す るOその周辺には､比較的まとまった農地や山林があ り､南は新羽 .大熊農専地区に

(つづ き ) つ ら75:るO

山 林 優 位 地 区 市街化はそれ程顕著ではな く､む しろ集落 と A 1 クヌギ .コナラ林 を主体 とす る山林 (5HA近い )を中心に､3HA近い畑地が残っている○

6地区 農地が混在 してはいるものの､約 5m 以上の集団的山林が優位 となっている地区○ 30.Oha モ ウ ノ ウ竹 に囲まれた集落や寺社が山林に囲まれて立地す る○A 5 中央 を東西に走 る谷戸の両脇に6- 10HAの集団的山林が圧倒的に優位で､その周辺には

60.5ha 小規模な農地が多数存在す るo集落や寺社はほ とん どな く､新 しい畑地帯であろ うo山林

はクヌギ .コナ ラ林 とスギ .ヒノキ林がほ とん どである○

B 5 西側の市街地に接 して､クヌギ .コナ ラ林 とスギ .ヒノキ林 を主体 とする約 15HA に及

65.6ha ぷ山林があるOその東側には 2-5HA 以上の集Efl農地がある他､山腹には集落や寺社が散在するO

D 2 スギ .ヒノキ林 とクヌギ .コナラ林の山林が南側に立地 し､その北側に農地が比軟的まと

32.2ha まって残 る○集落の多 くは丸子 .中山 ,茅ヶ崎線沿に集中す るo

D 3 スギ .ヒノキ林 を主体 とす る集団的山林がA5についで集まっている○南側の斜面 と同時

69.1ha に内部に も集落は多 く､寺社 も10ヶ所に及ぶo農地は主に北側に集まっている○ この山

林はD2､D4のそれ と連続 して緑の壁 として も重要であるo

D 4 8HAを超す大 きい山林 を中心に､南側緩傾斜に住宅や工場が立地するo

34.7ha 山林の植生はクヌギ .コナ ラ林 とスギ .ヒノキ林が主をもので北側の集団的を農地 を市街

化の波か ら守っているo

農 地 優 位 地 区 同様に著 しい市街化動向は見 られず ､集落 と A 4 段丘の斜面緑地に守 られて､台地｣二に比較的 よく区画の整え られた 6HA 弱の集団農地が

4地区 山林が混在は しているものの､約 5HA 以上の集団農地が優位を占める地区○ 28.5ha 主体 と在る○集落はほ とん どが段丘下か中腹に立地す る○A 6 A4と同 じく､台地上に拡が る畑地 (4.1HA の集団農地が軸 )が特色で､集落 とともに､

28.2ha 第三京浜道路沿には計画開発地が立地す る○工場が混入 してい るのが気がか bである○

D 5 D3とD4の山林に守 られ､東方や折本の農専地区に隣接する農地で､その他地区最大の

72.8ha 虚業地帯である.山林や集落 も散在す るが､4HA 以上の集団農地が 5ヶ所 も存在す るo

D 6 折本 と大熊の農専地区につなが る地 区で､後者に接 して 2.9HA の農地があるo あとは コ

22.6ha マギレ的な農地で､山林はほ とん どを く､住宅がか夜 b立地す るo都計道大熊 .東山EEl線



2 関連地区整備構想

1) 関連地区の位置つけ

(か (多様 を特性 をもつ関連地区 )

港北 こユークウ/の関連地区は､これまでみた ように､市街化が

進んだ市街地か ら山林や農地が優位 となる地区まで､様 々を条件 を

もつ地区か ら在っている｡

㊥ (自然が優位 を関連地区 )

公団施行地区は､都市基盤が完 肺した居住環境 として整備され､

人 口22万^ をめざしてV,るのに対 して､関連地区は､部分的に市

衝化があるとは言え､基盤は未整備で比較的豊か を自然が残 され ､

専業的を放業経営が営75:まれているとい う特徴を もっている｡

⑨ (市内有数の農業地帯 を有する )

将来の土地利用 を考えるにあたっては､市内で も比較的虚業生産

性が高 く､営農意欲の高V)虚業環境を破壊することな く､む しろ安

定化させることが基本であ D､関連地区の無秩序を都市開発はさけ

る必要がある｡

④ (集団的な緑地の保全活用 )

しか も､柚木､新吉田､都田といった ように､比重交的まとまった

緑地が これまで残 って きている｡ これ ら緑地 を有効に保全活用 して､

良豊かなニ ュータウ/イメージを更に豊富化する都市機能の導入 を

はか るべ きであ る｡

⑤ (熟成 した筏づ く9-の転換 )

公団施行地区内での土地利用転換や暫定利用､関連地区-の新 し

い都市機能の導入や就業の場の確保 をはか 9､単なるベ ッ トクウ/

的を萌ではな く､巾広vl年令屑の住民がい きいきと生活で きる多様

な都市機能 を備えた熟成 した萌 とい った新 しい都市像- と転換 して

い く｡

⑥ (非住宅系都市機能の導入 )

したが って､関連地区は､ ｢今ある虚業環境や 自然環境 を継続 し

て保 全 .育成 してい くとともに､線地 を保 全 しつつ住宅 と共存 しう

る非住宅系の都市機能､例えば工業 ･流通 ､研究 ･開発､文化 ･情

報等 を計画的に導入 してい く地区｣として位置づけてい く｡

⑦ (リザ ーブ用地 としての関連地区 )

また､社会の新 しい動向に弾力的に応えてい くことも不可欠で､

｢将来生ず るであろ う都市需要 に応えてい くための リザ -ブ用地｣

としての位置づけ も欠かせない.
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2)都市機能の配置

港北 ニユータウンは､田園都市線 ･小EE]急線沿いの新都市軸 と､

横浜線 ･南武線沿いの南北軸の交叉す る地域にある｡

新都市軸は､首都圏の放射状の住宅地であるとともに東海道 メガ

ロポ リスの大動脈 としての性格 を有 し､東京都心 との関連か ら文化

産業 ､情報等の開発動向が 目立 ってきてLnる｡

南北軸は､臨海部 と内陸部 をつ75:ぐ先端技術産業 /-ンであると

ともに､多摩川､鶴見川の各流域に集秩す る自然 レク リエ ー/ヨ /

ゾーンで もあ 9､両者が共存する地域形成が進展 して きているO

こうした新都市軸 と南北軸で展開す る都市活動は文化情報や研 究

開発等の多分野にわたる複合的75:都市機能の導入をますます助長す

ると思われ､水辺 や緑地 ､農地 とも共存 した快適を都市環境の形成

を要請 しているo

関連地区は､こうした文化情報 ､研究開発､工業流通等の多様 を

都市機能 を計画的に受け とめ配置 してい くものとする (図 3-6 )0

① 文化産業､情報等

新都市軸のなかで も､港北ニュータウンとの関連の強いのはEEl園

都市線沿線での動 きであるO この治療は､渋谷､新宿の副都心を支

える郊外住宅地であるとともに､マス コミ､システム/､ウス等の新

しい文化産業の進出が 目立つ｡

これ らの産業 を支え る人材が この沿線や港北ニュ ータウンに居住

す る可能性はますます高まることが予想され､また東名高速道路､

国道 246号等の好立地条件におかれていることを考え合わせ､文化

産業 ､情報等の新機能 を早淵川沿い､特 に田園都市線に近い柚木や

センター地区にはさまれた地区に配置するO

④ 先端技術産業､研究開発等

南北軸で も特に横浜線沿いの鶴 見川流域工業 ゾー/の影響は､港
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北 ニユークウ/にとって無視 しえをLn｡

なかで も､周辺に工場集積が高い新吉田一帯､スプロール的 な工

場立地のみ られ る早淵川沿いには､ これ ら機能を積極的に配置 して

い くとともに､緑地や農地 を基調 とする都 Ef]地区には道路整 備に令

わせた沿道配置 を考えてい くo

④ 流通機能

新都市軸 に平行を東名高速道路､国道 246号､第三京浜等の大動

脈 との関連で､総合卸センター､集配 センタ-等の流通拠点が形成

されてい る0

線区､港北区における集横地区は東名高速 ･横浜イ/メ -と第三

京浜 ･港北イ/クーであ b､後者は関連地区-の波及力をもつ. ま

た､現在､新吉田地区に構想されてい るインク-整備に関連 して ､

商業 ･業務機能 を集積する計画のセンター地区に サ ー ビスする流通

機能 を配置 してVlくO

④ 虚業 ･緑地

鶴見川 と多摩川の各流域 に沿って､大規模を公園､緑地､遊園地､

ゴルフ場､観光農園等､緑 をは じめ とす る自然をいか した レク [)エ

I./冒/ゾーンを形成 し､谷戸を中心 とする農業地帯 と合わさって

新 しい都市環境の重要を要素 と在っている.

夜かでも､鶴見川水系は閑静 を住宅街 と結びついたスポーツレク

r)エ -シ ョノ地帯 とな って卦D､田園都市線 とのク ロスポイ/ 卜に

は鉄 ･青葉台 ゾーンが､東横線 との交点には綱島 ･日吉 ソ●-/がそ

れぞれ形成 されている｡

現在､都市虚業が盛ん な都 田地 区に虚業地帯を配置す るとともに､

南北のスポ-ツゾーンを結ぶ早淵川沿いに､ス ポーツ施設 ､観光農

園､公園､緑地等を適正配置す るO



図 5-6 都市権能配置構想

5) 骨格土地利用構想

港北ニュータウ ンの都市像の形成は､非住宅系の都市機能や就業

の場等を関連地区にどれだけ言十面的に導入 しうるかにかかっている.

その意味では､そ うした可能性を新田ブロックと早淵川ブロックを

中心に探ってい くとともに､ニュータウン内で計画開発 しえない農

業 ･緑地を都田ブロックで保持 .育成 してい くことが重要である

(図 3- 7 ).

① (自然環境の保全 ･活用 ) 集団的な緑地や斜面緑地にいたる

まで様 々な性格の緑があ9､地区の特性や周辺土地利用等を考

え合わせ､自然環境 として一体的に保全 ･活用するO

⑧ (虚業環境の保持 ･育成 ) 市内でも有数の農業地帯であれ

既存の環境資源をふまえて､ニュータウン住民との交流や緑環

境のネットワーク化等をお しすすめ､ニュータウン開発のみで

は生み出しがたい都市環境として保持育成するo

⑨ (新都市にふさわ しい都市機能の誘導 ) 関連地区-の導入機

能は､公団施行地区やセ/クー地区に設置する施設と違 って､

大規模を面横を要 し自然との調和をはかるもので､ニュタウ ン

像のイメージ7ッブをは:かる文化 ･情報機能や研究開発機能等

を考えてい く｡

④ (新規産業の導入 ) 港北ニ--タウンは､南に鶴見川流域工

業 /-/に隣接 し､東名 ･第三京浜等の広域幹線に鼓する｡ こ

うした好立地条件をいか して､住宅 と共存 しうる工業 ･流通等

の就業の場を確保 してい く.

◎ (スプロ-ルの抑制 と対処 ) 本来､調整区域における課題 と

して把えに くいが､本地域でのスプロールの進行は無視できな

い現状である｡

住宅､工場等が立地 し市街化 した地区は､再整備して混乱 し
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た住環境を整序するとともに､スプロール化するおそれのある

地区を計画的に整備する｡

@ (幹線的道路等の新設 ) 産業の導入等をVj:かるためには､将

来の骨格的道路構想に考慮 し夜が ら､第三京浜 とのイン タ ーチ

ェンノの設置 とともに､都市計画道路網を補完する道路の新設

を検討する｡

また､ニューク ウ /内の録道ネットワークの拡大や､交通負

荷の下がった道路の生活道路化等をすすめ､安全で快適を歩行

者系道路のネ ットワーク化をめざす｡

㊨ (リザ ーブ的土地利用の導入 ) 周辺条件か らして現時点での

土地利用導入は未確定であり､一定期間現状維持か暫定利用を

すすめてお くのが応わ しい地区があるoそ うした地区では､将

来生ずるであろう新たな土地需要-の対処策を考え合わせ､当

分の間確定的な土地利用は留保 してお くO

qⅢ Ⅲか 特定リザーブ地区(工業 ･流通)

く笠 琵 診 長期的リザーブ地区

Illllllll高速道路等

-- ･-- 高速鉄道



3 土地利用指導指針

1) 開発誘導 ･規制方針 (表 3-5､図 3-8)

① 自然環境の保全 ･活用

市民の森 ･緑地保全地区 ･風致地区等の既存制度の適用は もちろ

ん､それ らでは対応 できか ,0線の保全手法 を検討するO

また､規制手法だけでな く､寺家の ｢横浜ふるさと村｣プロジェ

ク トの ようを新 しい事業や緑基金の創設等を考えてい く｡

② 農業環境の保持 ･育成

農業専用地区における基盤整備を早 く実現するとともに､虚業近

代化施設の整備やニュ ータウンと結ぶ地元消費システムの導入等を

検討 してい く｡ また､一体的を農業環境の保持 ･育成のために､必

要 とあれば虚業振興地域の拡大 をすすめてい くo

また､I/ク リエ-./ヨノ空間の確保 もね らった観光虚業振興事業

や､盈地 リザ ーブ策 としての市民農園の普及事業､共同直売所 に よ

る生鮮野菜の供給など､生産者と消費者が交流す る環境づ くDを推

進す る｡

㊥ 新都市にふ さわ しい都市機能の誘導

大規模を公園､斉場等の広域的な公共施設だけでな く､ニュ-メ

ウンのイ メージア ップを図る民間の文化 ･情報機能等の誘導が重要

である｡現時点 では､自然と調和 した研修所､芸術村､ス タジオ群

等が有望である｡

また､研究開発機能 として大学､短大や民間研究機関等の導入 を

はかる｡

① 新規産業の導入

周辺土地利用 との関連で新吉EEl一帯 と幹線道路 沿いに､先端技節

産業 / - ン等を導入す るO

また､第 3京浜 とのインタ ーチェンジ建設に合わせて､市の北部

地域 を対象 とす る流通 セ/ クーの設置 を継続 して検討 してい く｡

⑤ スプロールの抑制 と対処

早滑川一帯や川和ではス7-ロール的75:市街地の改善整備をはかる

ために､地区計画制度の通用 を検討す る｡

特に､工場の多い地区については､工業系用途地域の指定等に よ

D､混在 を解 消 しあるいは生産環境 を確保す る必要があるo
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蓑5-5 開発誘導 ･規制方針

A.新田ブロック B.早淵川 ブロック C.川和 ブロック D.都田ブロック

現況か らみた 自然もまとまって残 る住宅系 と工業系 こまざれ型の緑地 ,農地が散在す る市 住宅系の市街地 比較的安定 した農業系土地利用

特 性 の市帯地(三g#2.2冨 211警 比率 21.7飾り 衝地(ヱ3#3這冨 ;諾 若 比率 26.4承り (ヱk9詰 4若君 比率 8L6歩) (孟5#7孟芸 213警若 比率 30.4%)

基本課題 (む自然環境の保 全 .活用 ･都市的利用に際 して配慮す る ･散在する斜面緑地の保全(緑地保全地区等の指定 ) - ･ブロック全体 としての保 全(風致地区の指定等 )･緑のスカイラインと しての景観保全とネ ットワーク化

②虚業環境の D農地 を活か した レク リエ - ノ ヨ ン o農地の リザ -ブ的確保 - ･横浜市における先端的農業地域 と空間の確保 (市民農園等の制度適用､観光農業 しての位置づけ

保持 .育成 (観光農業振興畢業の指定 ) 振興事業指定済 ) ･農菜専用地区の基盤整備･戯菜振興地域の拡大指定

⑨新都市に応わ しい都市機能の誘導 ･拠点的な リサ ーチセンター/I-ク ･リサ ーチセンター/I-ク (先端産 - ･生産者 .消色者の交流 をすすめる
(先端産業 )の導入 芙 )の導入･情報 .文化施設の誘導 (大学､芸術村 ､焼物村など ) 施設の導入(共同直売所､交流セ/クー等の検討 )

④新規産業の導入 ･先端技術産業 ノー/の形成 ･NTのセンター機能の補完 - o幹線道路沿道でのバ ツフ7ゾ-ンの

･流通センター建設 (当面は リザ ーブ用地 ) 形成(例えば､路線塾 ))サ ーチセンタ一･{-ク構想など )

(9住環境の悪 o工業系用途地域の指定 ･地区計画制度の適用による市街地 ･地区計画制度の適用に よる市街地 ･集落環境の保全整備
(北側のA7- 8と南側のA2) の整備 の整備 (道路､下水路､ etc)

化防止 と改義 ･工業系用途地域の指定(東側の 81--3地区 ) ･身近 を生活環境施設の整備

@幹線的道路 ･第 3京浜 とのイ/メ-チ エ/ノ設 ･主要地方道､横浜生田線の生活道路 ･都計道 .棟浜上麻生線､中山北山EE ･広域幹線道路の整備によるスブロー
置 化 線 とのネ ットワーク整備 ル的開発の防止

･都市的利用のための幹線的道路の (東西系交通量の負荷の軽減 ) (丸子中山茅ヶ崎線､横浜上麻生線､

等の新設 新設 (A4- 6地区 ) 新板浜元石川線 )･NT内魚道 との ネ ットワーク化

備 考 中央の新吉田地区の利用に よって､ こ 公団施行地区に挟まれた地区で､そこと 隣接部には市民の乗 ､中山北LLlEEl線の 規制ではな く､寺家の ｢横浜ふ るさと
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図5-8土地利用規制

商業系用途地域

工業系用途地域

I .- - - - 工業等制限区域

工場の多い地区

(工業系用途地域除く)

既存の商店丙

(商業系用途地域除く)

-- ニュータウン区域rrrT,･ 市丙化諏整区域

その他地区

農業専用地区

公団施行地区

民開発地区



2) 適用可能手法

(市街化調整区域の土地利用方針)

関連地区は市街化調整区域 にあ り､市におけ る市街化調整区域の

土地利用方針にそ って､新 しい都市機能の導入 を図るのが基本 であ

る｡その際には､就業の場の確保 と都市の活力の維持向上に資す る

計画開発で､ 自然環境の保 全に配慮 した ものである必要があ る (秦

3- 6 )0

表 5-6 横浜市における市街化調整区域の土地利用の方針

市街化調整区域内の投地 ･山林等､自然的土地利用区域は､都市に残された貴重な

資産として極力保全するD都市的土地利用を行う忙あたっては､就業の場の確保と

都市の活力の維持､向上に資するものであり､周辺の自然環境の保全等に十分配慮

した計画的な開発によるものとする｡計画開発は､計画的な市横地整備の見通しが

ある区域として認められる場合において実施するものとする｡

¢) 優良な故地として保全すべき区域

虚業振興地域､曲業専用地区及び土地改良区等の優良夜曲地として保全すべき

区域｡

② 災害防止上保全すべき区域

夜水危険区域及ひ危険物貯蔵区域等の災害防止上保全すべき区域0

(含 自然環境形成上保全すべき区域

近郊緑地特別保全地区､近郊緑地保全区域(既開発地区を除く)､保安林､緑

地保全地区､公園及び市民の森等の自然環境形成上保全すべき区域0

④ その他の保全すべき区域

公共公益施設地区及びレク1)エーション地区等､その他の保全すべき区域O

⑤ 計画的な市街地整備の見通しのある区域

計画的な市街地整備の見通しがある区域は下記の条件Kより随時定めるものと

する｡

7.開発区城に就業の場を確保することにより､本市の昼夜間^ロのバランス回

復に資するような土地利用計画であることC又は､既存密集集落の住環境の

改善に､大きく寄与すると認められるものであること｡

ィ.開発区域及び周辺に適正な輸送手段を確保したもの､又は確保することが確

実なものであることO

ク.開発区域の周辺の土地利用と整合するものであることo

ェ.開発区域が一定規模以上のまとまりがあり､必要な公共公益施設の整備がお

こなわれるものであること｡
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(開発方式)

① 原則 として､市街化調整区域の開発許可に基づ く開発事業 とす

る｡

昭和 58年 7月､同開発許可基準は都市計画法第 34条 10号

イに関わる政令第 31条ただ し書 きで変更され､ 20ha 以上か

ら5ha 以上に引 き下げ る開発緩和策が うちだされているO

ただ し､限定的な運用 を明示 し､産業の振興 ､居住環境の改善､

その他都市機能の維持 .増進に著 しく寄与す る開発行為であるこ

ととされてい る｡

㊥ 神奈川県では､昭和 54年 10月か ら､大学や研究機関に限定

して指導基準を もとに特例的に調整 区域の開発 を認めて きたo こ

れは県の疏脳 セ ンタ-構想に基づ く措置 でもあ り､引 きつづいて､

宅地開発のための大規模開発 は認めず ､上記施策 を評ず ること と

してい る｡

⑨ 横浜市では､条件付で現行の 20ha 以上か ら5ha 以上に開

発規模 を引 き下げて運用す る方針 である｡条件は次の とおbD

･ノ､イテク産業や研究所の建設をど産業振興 につ 75:が る もの

･教育文化振興に役立つ専 門学校 をどの建設

･市街化区域 に接 し､小規模を宅地の 集まった未整備地区等

④ 開発許可に よる開発の場合 であ って も､近年は地主の土地所有

意向が強 く､地価水準が高 くを りす ぎたために､全面買収方式の

開発事業はむずか しくを りつつあるo また､借地方式について も､

借地権の発生 ､地代引 き上げの しに くさ､地代の非 ル ール改定等､

同方式の宅地 ･住宅供給は年 々低 下す る現状である｡

したが って､地権者が土地 を手離さないで開発 を行 なV-1､開発

利益 を一定の収入 として得 る新 しい手法開発が求め られている｡



⑤ その一つ として有望視 されているものに土地信託方式があるo

これは､地権者の土地 を信託銀行に委託 し､銀行が この土地にビ

ルやマ/シ ョン等 を建てて貸 し､信託配当を地権者に支払 う方式

であ り､宅地供給策や都市再開発等多様 な活用が具体的に検討さ

れは じめている (図 3-9)｡

図 5- 9 土地信託の仕組み

⑥ 更に､ リース方式があるo現在､莫大夜資金力のいる用地取得､

機械設備購入等の初期投資をできるだけ抑え､その分 を研究開発

につ ぎこむ企業が増えてお 9､これに合った公的団体に よる土地

や設 備の リース方式の拡充が待たれている｡

工業用地の リース制度は千葉､長崎､愛媛各県等で導入 し､千

葉県の場合では昭和 56年度か ら工業用地の リース/I-チェス制

度 (買い取 り条件付 1)-ス制 )を開始 しているO通産省で も ｢=

場用地 リース制度 ｣を導入 しは じめ､多方面で具体化 しつつあ れ

この活用 も考え られ る｡

⑦ 現在､町工場等の中/J＼企業 で先端技術 を駆使 し好成績 をあげ る

可能性のある研究開発型企業等の振興が課題で､そ うした企業を

支援す る環境づ くりが重要 となっている｡本来 は､ ｢横浜 キャピ

タル｣の ようを民間活力をいかすべ きであるが､同時に自治体等

に よるベ ンチ ャービジネス等-の助成策 も必要 であるO

神奈川県 では ｢ス クー ト･ア ップ ･ビル｣ (貸 しビル )､ ｢研

究開発企業団地 ｣等の構想実現化に努め るとともに､ベ ンチャー

ピノネス交流集会の開催等多角的に活性化策を講 じているo

また､市では､土地開発基金に よる ｢先端技術産業団地｣の造

成､工場 ､研究所等企業の借入金の利子補給､新技術 ･新製品開

発の助成金拡充等 を図 9､さ らに､先端技術産業 を振興助成す る

ための要綱を準備中であ9､これ らの積極的を活用が望まれ るo

(保全方式)

① 既存の保全手法 としては､調整区域内の集団的な緑 を保全す る

ための風致地区の指定､農地保全のための農業振興地域 ･農用地

区域の指定､準=地域保全の建築協定､緑化協定等が あ り､開発

方式に合わせ適切75:適用 を図るべ きである (表 3- 7)O

④ また､開発許可 と合わせて緑地保 全を実現す る手法 として､例

えばTI)氏(開発権移転制度 )の導入 を検討 してみる必要があるo

TDRとはアメ リカで制度化されているもので､ ｢個 々の画地に

おいて実行可能 な開発の総量 を規制 し､一方で､当該画地にかい

て未利用の開発可能容量 を他の画地に移転す ることを認め､ (移

転 を受けた画地に )その移転が行われない場合において可能を開

発 と比べて よb集約的を (Intense )開発 を認 める制匿 ｣であ

る｡

例えば､開発許可 との関連で適用 しようとすれば､保全緑地量

だけ開発密度や建築容横を上積みす ることが考え られ､市の市筏

地環境設計制度 との リ/ク､TDR適用の担保策 としての緑地保

全地区の指定等多角的な検討が待たれ る｡

④ 緑地等の保 全策の最終 E]標は土地を自治体や公的団体が買い上

げ ることにある｡ しか し､自治体の限 られた財源による緑の買い

上げ保全には限度があ り､市民 ･企業等の参加による ｢緑基金｣
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1 重点地区の設定

1) 設定の背景

(人口定着影響)

二ユータウン地区の造成は向 う5ヶ年程度で終了 し､造成済地区

か ら徐 々に人口定着が進み､計 画人口の約半分に達す るのが 10年

後 となる見込みである｡

この頃にをると､ニュータウンか らの発生交通､また商業 をどに

よD､ニュータウン建設にともをう構造的な影響が周辺 に及ぶ もの

と予想されるO

(プ ロジェク ト関連)

ニュータウン関連で周辺へ影響 を与える主要 プロジェク トが進行

中である｡

① 第三京浜インターチェ/ジが検討中である｡既に港北インター

チ ェンジが限界にあ り､ニュータウンの発生交通の増大 とともに

新たをインタ ーチェ/ジ整備が不可欠 とな って さてお D､向 う5

ヶ年程度で具体化予定である｡

(多 高速鉄道 3号線は､横浜一新横浜が昭和 60年開通予定であb､

新横浜 -あざみ野が免許取得後 6ヶ年程度の工期を予定 してい る｡

④ 中山北山田線が向 う5ヶ年程度で使用開始予定であ り､高速鉄

道とを らんでニュ-タウンを結合す る幹線交通 と在る.

2) 重点地区 (図 4- 1､ 2)

(新吉田)

① 新規 インタ ーチ ェンジの設定は､ニュークウ/関連交通 を考慮

すると､新吉田地域 での設定が望 まれ る｡

㊤ この整 備によって周辺開発の可能性が高まるもの と予想される

が､当地域は比較的 まとま Dのある緑地､農業地域 となっている

ことか ら-ユ-タウンの新都市機能の導入 を基本 とした計画開発

とあわせて､緑地保全等の土地利用の整 備が重要 と在る｡

⑨ 新都市機能については､当地域が鶴見川沿いに進展する先端技

術産業の立地 ソ◆-ンにあたD､イ/クーチェンジと結びついて､

流通 センタ ー､ リサ ーチセンタ ー/,'-ク構想75:どの市の施策､及

び県の頭脳 センター構想等の施策の実現 をはか るモデル地区 とし

て設定され る｡

(柚木 ･センター間)

① 中山北山田線が比較的早朝 に整備され ることか ら､その沿道土

地利用が課題 と浸る.当地区はセンタ-間に狭まれてお り､セ /

ク-関連での土地利用が強 く要請される｡

㊥ また柚木地区では田園都市線沿線か らの都市化 も強まっており､

センター間 と関連す る土地利用の方 向づけが必要 とされ るD

⑨ 田園都市線沿線 では文化産業 を基軸 とする新都市機能が進展 し

ておb､当ニュークウ/の文化 ､情報機能導入 との関連が強まる

ものと予想される｡

センターの形成 との関連 を踏えた文化産業系土地利用の実現 を

はか るべ き地区 として設定され る.

(都 田)

① ニュータウン周辺地域の うちもっともまとま Dのある農村地域

であ 9､ニユータウンの人 口増加 とともに､当地域の農業 ､緑環
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境は大 きく変化 して くるもの と予想され る｡

⑨ ニュータウンと結んだ地元消受システムなどの都市虚業の振興

と緑環境の系統的を整 備をはか 9､二ュ-クウ/開発のみでは生

み出 し難い都市環境 ､す夜わち都市の緑環境を形成す る地区 とし

て設定される｡

図4- 1 重点地区の設定

0 5 10 15 20 25年

港 北ニュータウン 造 成
人口定着

3万人 9 '∴:.:.lS.:.:.:.:.二..:.:.:.:.:.:.:.:沖二.:.:.:.:::.:.:::::.:::.:.:.22.:.

関 連地区 開発誘導I保 全 @ 悪書悪霊去諾備

中山北山EEl線整備､センタ-間土地利用

い

図 4-2 重点地区の位置

…7･T
ノ

:7:1.(A;･･ld豆＼

'1''■′･■ごF:.'.二一

□ 新吉田 巨二]柚木･センター間

Jt+tII
J

1′40.000

コ都田
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2 先端技術産業開発地区 (新吉田 )

1) 計画の諸条件

(地域概況一図 4-5)

(1) 地 形

① 標高 10- 42mの丘陵地形

⑧ 中央 を東西に倉部谷戸 と尾根が走 っている

@ 尾根筋には′J＼さな規模のまとま Dがい くつか分布

(2) 土地利用

(丑 主を土地利用は､クヌギ ･コナ ラ林やスギ ･ヒノキ林 を主体

とす る比軟的まとj:つた (6- 10ha )山林

㊥ 尾根筋には樹園地等の畑地が散在分布 し､倉部谷戸は水田 ･

樹園地 として利用 されてVlる｡

㊥ 地区北側は早淵川沿いの低地が谷戸状に入 9 こみ､中小工場

が多 く集横 しているO

(3) 都市計画等

① 市街化調整区域にあって､港北 NT区域 に含まれている｡

㊥ 周辺 にあって関連する都市計画道路～大熊 ･東山 EEl線 (20m)､

宮内 ･新横浜線 (22m )､新吉田 ･日吉線 (18m )

⑨ 工業等制限区域外であ 9､生産工場や工場付研究所の新規立

地は可能である｡

(4) 文化財等

① 寺社仏閣は､地区の外周部に分布 (丘陵縁辺部に立地 )

④ 丘陵斜面部には埋蔵文化財がい くつかあると報告されている

が､存否は不明である｡

(5) ランプ候補地

① 大熊 ･東山田線か ら倉部谷戸に向けて､巾員 40mの道路用

地が確保 されているo

④ 大熊 ･東山田線 とは平面交叉 (標高 32m )で､第三京浜を

オ ーバ ーし､倉部谷戸か ら北側に回転 し第三京浜 と接続す るラ

ンプを想定す る｡

㊥ ランプ取 bつけ地点一帯は､建物が少な く道路密度 も極めて

'よし､L.

(農業状況一図4-4 ,表 4-1)

① 土地改良済の地区が地区内に2ヶ所 (新吉田倉部谷戸土地改良

区の事業は S412 か ら開始 されてお D､事業完了か ら7年経過

していない )

㊤ 新田地区観光農業振興事業が ､上記土地改良地区 を中心に進行

中である｡

表 4- 1 土地改良事業一覧

土地改良区名 設 立 解 散 面積(ha) 組合員数

①早淵川沿岸耕地整理 S12.3.7 S27頃 545 不明

④新吉田 S34.5.8 S46.3.15 43.0 155

⑨新吉田新羽谷戸 S38.5.16 S48.10.30 ll.0 37

④新吉田中里 S36.9.20 S48.625 6.0 26

⑤新吉田倉部谷戸 S41.2.9 S59.5㈹ 6.8 25

(ソフ トウエア ･カン トリー構想)

① ｢港北区まちづ くb､ 1983.3 ｣の夜かで､重点 プロジェク

トの一つ として､ ｢新吉田町丘陵部､ソフ トウェア.カン トリー

構想｣が提案 されてい るO

㊤ ね らいは ｢新吉田町丘陵部 (第三京浜以東の市街化調整区域 )

に先端技術産業関連の研究所等 を誘致 し､残 された 自然的土地利

用の保全的活用 を図る｣ものである｡
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第 1種住居専用地域

第 2種 〝

住居地域

準工業地域

都市計画道路

公園 ･緑地等

公共 ･公益施設

寺社仏閣

開発行為等

農業専用地区(新羽 ･大熊)

土地改良済

果樹園 (既存)

〝 (計画 )

市街化調整区域

ランプ取付候補地



な し(現況)

な し(計画)58DLa

か き(現況)

か き(計画 )

く り(現′兄)

く り(計画)

う め (現況 )

う め (計画)

ぶどう(現況)

ぶどう(計画 )ldLa

キューイフルーツ(現況)

キューイフルーツ(計画)

ニュータウン区域

1 早淵川,JE]1岸耕地整理

2 新吉田土地改良区

3 新吉田新羽谷戸土地改良区

4 新吉田中里土地改良区

5 新吉田倉部谷戸土地改良区

i 1/10000
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2) 開発整備誘導事業

(方 針)

① 先端技術産業の立地等､民間エネルギーの活用が基本 となるこ

とか ら､基盤整 備事業等の強度 (優先IIR位､事業方式 )に よりガ

イ ドブラ/を策定 し､開発整備事業の推進 をはか る｡

② 緑地等の都市環境機能形成 を基調 とした開発整備をはかるため､

地形 に適合 して斜面緑地 を含む敷地単位 (おおむね 10ha) で

の開発整 備を進める｡

(カ イ ドプランー表 4-2,図 4-5)

① ランプ取付道路 としてニュータウンと結ぶ幹線道路 (新規都市

計画道路 )の整 備を行 う｡

檀) この幹線道路の整備とあわせて､台地郡沿道 を流通関連施設用

地 とする｡

@ 周辺地域の山林､台地部農地等を研究所等施設用地 とし､地区

幹線道路の整備に よりネ ッ トワークす るO

④ 開発に ともを う調整池整備を中心に公園整 備をはか るO

⑤ 梨畑の集積 してい る2地区 を観光農園地区 として位置づけ､緑

道等 によbク リーンネ ットワークを形成す る.

(スケジュールー図 4-6)

① ランプ整備を起点 とす ることか ら､ランプ取付道路の整 鮪とこ

れ にともな う流通関連施設用地の整備を第 1期 とするO

ただ しランプ取付道路の整備につ L̂ては､宮内新横浜線の整備

との関連 で当初はニュークウ/との接続整備と在る｡

㊤ 次に道路網整備の順位か ら､ランプ隣接地区 を第 Ⅲ期 とする｡

同様 に東側山林が第 m期､北部台地が第 IV期 とする｡

ただ し､これ らは 10ha程度の開発が順次集積すると想定 した

ものである｡開発集積が期待で きをい場合は第 1期で終束するこ
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とも可能であ り､また逆 に､開発規模が大 きい場合は第 皿､第 皿

期の同時整備も可能 とするo

(事業方式一図 4-7)

① 産業用地､地区幹線道路の整備は開発者の負撞 (開発許可 )と

す るが､流通関連施 設用地については幹線道路整備と一体 と在る

ことか ら､開発者か らの用地提供､市築造 などの分損 をはか るo

② 緑地 については､開発敷地内の一部義務付け､またはT工)R

(開発権移譲 )などにより､公共買取負担の分担 をはか bなが ら

最終的には都市緑地 と してい くO

公園については､調整池整 備が 目的 となることか ら応分の開発

者負担 を行 う｡

@ 土地手当てについては､地主の意向に待つ ところが大 きいが ､

最近の売買難の傾向か ら､土地信託方式などの導入が検討される｡



㊥
i 1/10000

100 0 5OOPJ

チ.･.･.･.･.⊥ : = ≡ ! ｣
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表 4- 2 計 画 面 積 (単位 :La)

1′ 1 2. E t Ⅳ 計

フ ノ ブ ラ ン プ 施 設う ち 接 地 4.24.5 4.2( 14.9) 4.5

ラ/プ取付道路 (2900) 2,0 (β400) 0.9 ( 5.0) 2.9

地 区 幹 線 道 路 (D C100､W12 (β100) 0.1 0.1

(多 2200､W12 (β200) 0.2 0.2

@ 8650､W12 (β650) 0.8 0.8

④ β200､W12 (β200) 0.2 0.2

@ 8150､W12 (2150) 0.2 0.2

⑥ β600､W9 (β200) 0.2 (β400) 0.4 0.6

任)2500､W9 (2500) 0.5 0.5

(む LZ600､W12 (β600) 0.7 0.7

⑨ β700､W9 (β700) 0.6 0.6

⑲ β200､W9 (β200) 0.2 0.2

㊥ β600､W9 (β600) 0.5 0.5

⑲ β500､W9 (β500) 0.5 0.5

4.2 0.7 0,8 2.3 ( 13.7) 8.0

宅 地 流 通 施 設 等 10.7 10.7研 究 所 等 3.9 5.3 6.1 15.3

10.7 3.9 5.3 6.1 ( 44.6) 26.0

良 地 4,5 1.2 4.9 4.9 ( 26.6) 15.5

公 園 4,6 ( 7.9) 4.6

合 計 (14.9) 8.7 (35.5) 20.7 (16,3) 9.5 (18.9) ll.0 (14.4) 8.4 (100.0%) 583
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図4-6 開発区域 ･期別

ここ==ここ=ニー一一一__ー/

図4-7 事業方式

巨∃ 道路公団

匹 ]開発者(開発許可)

国 市(都市計画鞘,道路事業)

69



3 文化 ･情報産業開発地区 (柚木 ･センター間)

1)開発整備課題 (図 4- 8 )

① 柚木 ･センタ-間は早淵川沿いの細長L̂地域であ り､水田は

過去 に耕地整理 され､地域サ ービスに支障の75:い程度の道路は

整備されている｡県道生田 ･横浜線はこの地域 を縦断する幹線

であ 9､これ らをいか した基盤整備が課題 である｡

㊤ 柚木は田園都市線の江田駅 とあざみ野駅に近 く､沿線住民の

利用す る高次の文化施設か ら緑地 をいか した研究所､先端技術

産業にVlたるまで､巾広い可能性 をもつ｡

㊥ この地域は市街地に囲まれたところでまとまった山林がある

のが特色であ D､それをいか した都市機能導入が課題であるo

国土庁の学園 ライブラ リ-にこの地域が登壕 されてお 9､大

学 ､短大､研修所等の立地が見込めるO

④ 荏 田小学校の北側には仮設住宅地がまとまってい るO新羽 ･

荏田線 を北伸 した第-地区との道路網の整 備は､長期的な課題

であるが､ この整備時期 に対応 して仮設住宅地の土地利用が問

題 と怒る｡

(夢 二ユークウ/の両センター地区にはさまれた ところでは､セ

ンタ ー地区に導入すべき機能 との競合は享けて､センター地区

の機能を補完す るもの とす る必要が あるO

㊥ これまでの ところ､セ/ク ー地区には商業 ･業務施設や文化､

厚生 ､官公庁等の行政施設 を集積する計画である.また放送セ

ンタ ー等を誘致 した メデ ィ7シティ構想 も検討された｡

⑦ 中山 ･北山田廟は 5年後位に供用開始予定であ D､その沿道

土地利用が課題 と75:るo特に､それに接 して集団的な仮設住宅

地区があ り､その利用方向 を定めるのが急務である｡
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⑧ センタ-間には､ナシ園等の観光農園が集中 している地域 も

あ 9､暫定利用の動 きはすでに始まっている｡

㊥ 長期土地保有意向の強い地権者が多いことか ら､センタ -也

区で検討されてい る信託方式に よる都市開発は､ この地区で も

検討に値す る手法である｡





2) 開発整備構想

(開発整備地区の設定)

柚木 ･センター間地区は約 120ha あるが､道路等の関連事業が

比較的早期に動 くと想定され る地区 を開発整備地区 と考え､柚木地

区 (約 20ha)とセ/クー問地区 (約 30ha)を設定する｡その

他の地区については､当分の間保留地区 と位置づけ､スプロ-ル的

を市衝化 を防止する｡

(道路ネ ッ トワークの整備)

柚木 ･センター間地区内の幹線道路 としては､南北方向の中山 ･

北山田線 と佐江戸 ･北山田線の 2路線がある｡ 2つの開発整備地区

相互 を連絡 し､かつEEl園都市線や国道 246号 と接続する道路 として､

パス路線 ともなっている県道生田 ･横浜線 と早淵川沿いの縁道 (歩

行者ル ー ト)を基本 とす る (図 4-9 )0

図 4-9 道路ネッ トワークの構成

/牛久保.中川根 ノ 日吉.元石川繰

匡l道246~ち 中山.北山田線 佐江戸.北山田繰 ･.三品',こ.I
∫̀′ヽトー..-'-_..■.._ 道生田.横浜線●- ↓l一一柚木.センター間地区哩._袖セ木 ン
｡-ー-夕-l一■■▲■■ 一一

間

∠新羽.荏四緑 新横浜.元石川緑

(柚木の開発整備)

柚木については:､新羽 ･荏EEl線 と牛久保 ･中川線の連絡道に沿 っ

た山林を中心 とする地区-帯を開発整備地区 として設定する｡EEl園

部市銀 に近いこととセンター間 とのつなが Dを考え合わせ､若者で

72

に ぎわ う文化産業､緑地 をいか した研究開発機能 (大学 .研修所

民間研究所等 )の導入 を図る (図 4-10 )｡

(センター間の開発整備)

センタ -間については､中山 ･北山EEl線以東の約 30ha の地区

を開発整 臓地区として設定する｡観光彪園 ･植木セ/クー ･ミニコ

ル 7場等のオ ープンスペ ースとしての暫定利用 を図 975:が ら､早期

整 僻予定の中山 ･北山田線沿いに民間の研究所 ･情報 センター等の

立地 を誘導 し､セ/クー機能 を補完 してい く(図 4- ll)o

図 4-11 セ ンター間の地区構成モデル
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図 4- 12 柚 木 ･セ ン ター 間 開 発整 備 計画

(⊃セノター間

⊂ ⊃ 二･･ ∴ ∴『lL. :.言 い .

⑳ リサーチセ/クー-ータ◎T+x/竺畏 畑 ,直売所等 ,



4 都市環境醸成地区 (都田)

1) 都田の環境資源

(地域概況一図 4- 15､ 14)

① 都田地区は､南側の鶴見川流域工業 ノ ー/との間 を丘陵地で区

切 b､南か ら市街化の毅を防 ぐトリデを形成 してVlる｡外か らは

緑のスカイラインとして景観上のポイン トに在ってい るO

㊥ 地区内中央 を西か ら東に大熊川が流れ､それ沿いの谷戸にそ っ

て集落が分布 してい る｡歴史の古きを感 じさせ るのは､ち ょっと

高台 に神社仏閣が多数分布 していることであるo

⑨ 谷戸 と傾斜の緩やか75:丘陵部には､未だに多 くの農地が集団的

に残され てい る.

大熊川沿いに水田があるが ､近年埋立 による畑地化が進んでVl

る｡

④ この ように､緑 一集落 -神社仏閣 一度地等で構成される環境は

一つの′J＼宇宙としてのまとまDと落着 きをみせ､計画的をニュI

タウン建設では うみだせ 夜い貴重な録環境 と怒 っている｡

⑤ 当該地域の北側､公団施行地区 との間には､池辺､東方等 5つ

の農業専用地区が帯状に分布 し､横浜市での-大都市農業地帯を

形成 している｡

(都 田みど りの里つ くり構想)

市都市計画局 ｢緑区のまちづ くD｣昭和 58年 3月では､都市農

業 ゾーンの形成 を基本 に､農業専用地区の拡大､ゴ ミ=場の余熱利

用､共同直売所の設置､自然 レク リエ ーショ/の場 としての田園緑

道の整備等 を提案 してい る.
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2) 環境保持育成プ ラン

都田地区は本市にかける都市農業の先進地域であるとともに､南

を斜面緑地帯で､北 を農業専用地区で歯まれた独立的な小宇宙であ

る｡ これは､多 くの住民が長い歩みの中で営々と築 きあげて きた貴

重な文化退座で もあるO

ニユ ータウンは新 しく生活を営む人 々が住む新 しい衝であ D､ こ

うした田園環境 との一体化 をすすめる必要がある｡ ニュークウ/に

は:､公園､学校 ､運動場等の公共施設が配置されてLr>るが､伝統的

な文化体系を形づ くるEEl国環境総体 をも必要 としてい る (図 4-15)｡

(田園緑道によるネッ トワー クプラン-図 4-16)

① 都EEE地区内にあ る集会所､神社仏閣､山林 ､集落､畑地等の環

境資源を相互に結ぶ田園緑道 を整備するC

② この田園緑道は､---タウン (公団施行地区 )や南側の外部

にむか って触手 をのば し､それ らとの接点には情報広場や場合に

よっては市民菜園､無人販売所等 を設けてい くo

④ 外部への触手が合流す る地点には交流 セン タ -を設け るo ここ

には集会所､広場､体験農園等が集中 して配置 される｡

(都市と農業の交流)

① 無人ス タ ンドに よる販売､契約栽培､産地直売等､多様 な地元

版売 ･消費システムを工夫 し､相互に共存 しうる体制づ くDを図

るo

④ 神社等の祭 9-の参加やほたる観ft会､農 協まつ り等 の開催を

通 して､誰 もが共同で参画できるイべ / ト交流をすすめるD

㊥ 農家の古老がニュークウ/住民に農業や遊具 等の技能を伝達 し

た 9､農家の収穫時に援農 した D､様 々夜場面 で人的交流 を促進

す る｡







図 4- 15 環境保持育成プランの全体像 (保持育成方策)

① 地区環境全体 を保持育成するためには､本市でよく適用 してい

る農業振興地域の拡大指定や風致地区の指定がふさわ しho

④ それ とは別に､地区内の特定の緑 をニュ ータウン新住民の負担

で保持す る方策 (例えば綴基金の活用 )も重要である｡

具体的に目標 をさだめて､自分たちの故郷 をつ くb維持 してい

くことは､はか り知れをい意義をもつ と言える.
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